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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第48期および第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当

期純損失であるため記載しておりません。 

３．第52期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 185,159 204,568 206,315 150,105 143,809 

経常利益（百万円） 12,084 13,923 15,586 12,632 16,161 

当期純損益（百万円） △35,572 7,960 △34,138 13,279 11,885 

純資産額（百万円） 9,540 17,699 9,432 22,801 33,179 

総資産額（百万円） 421,419 381,977 187,809 264,234 250,509 

１株当たり純資産額（円） △356.66 △214.60 △293.07 △186.70 △94.20 

１株当たり当期純損益金額

（円） 
△624.45 138.85 △573.26 105.62 92.20 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
― 13.42 ― 50.28 45.01 

自己資本比率（％） 2.26 4.63 5.02 8.63 13.24 

自己資本利益率（％） △296.26 58.45 △251.64 82.39 42.46 

株価収益率（倍） △0.08 2.75 △0.66 7.91 6.92 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
10,601 39,228 40,850 △17,411 733 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,906 △761 42,313 3,010 100 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△30,298 △30,520 △64,932 72,390 △38,973 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
9,724 17,661 35,899 93,888 55,749 

従業員数（人） 2,184 2,138 921 951 1,012 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第48期および第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当

期純損失であるため記載しておりません。 

３．第52期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 147,431 158,403 154,440 140,596 134,705 

経常利益（百万円） 10,871 11,253 12,110 11,442 14,822 

当期純損益（百万円） △42,431 5,197 △35,952 11,797 10,874 

資本金（百万円） 17,582 17,582 30,041 12,641 12,641 

発行済株式総数           

普通株式（千株） 57,431 57,431 111,258 111,258 111,258 

優先株式（千株) 50,000 50,000 70,000 70,000 70,000 

純資産額（百万円） 17,356 22,884 11,799 23,926 33,187 

総資産額（百万円） 397,137 357,507 274,199 260,916 247,180 

１株当たり純資産額（円） △220.40 △124.15 △271.78 △176.57 △94.13 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
         

普通株式（円） 
0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

3.00 

(－) 

Ａ種優先株式（円） 
0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

6.62 

(－) 

8.05 

(－) 

Ｂ種優先株式（円） 
0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

6.62 

(－) 

8.05 

(－) 

Ｃ種優先株式（円） 
0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

6.62 

(－) 

8.05 

(－) 

Ｄ種優先株式（円） 
0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

6.62 

(－) 

8.05 

(－) 

Ｅ種優先株式（円) 
― 

(－) 

― 

(－) 

0.00 

(－) 

60.62 

(－) 

62.05 

(－) 

１株当たり当期純損益金額

（円） 
△739.18 90.67 △603.74 92.28 83.09 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
― 8.76 ― 44.67 41.18 

自己資本比率（％） 4.4 6.4 4.3 9.2 13.4 

自己資本利益率（％） △180.8 25.8 △207.3 66.0 38.1 

株価収益率（倍） △0.1 4.2 △0.6 7.9 6.5 

配当性向（％） ― ― ― ― 3.61 

従業員数（人） 571 560 553 591 629 



２【沿革】 

 当社は、昭和32年６月１日に設立されたが、株式の額面変更のため、昭和23年12月24日設立の株式会社風月食品店

（昭和42年10月31日藤和不動産株式会社に商号変更）を形式上の存続会社とし、昭和43年４月１日を合併期日として

吸収合併を行ったものであります。 

 従って以下の記載については、実質上の存続会社である藤和不動産株式会社（被合併会社）に関する事項について

記載しております。 

昭和32年６月 当社設立 

  本社を東京都中央区八重洲四丁目５番地に設置 

昭和38年５月 大阪営業所（現大阪支店）開設 

昭和39年１月 本社を東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目20番の６に移転 

12月 広島営業所（現広島支店）開設 

昭和40年９月 本社を東京都中央区八重洲四丁目５番地に移転（現二丁目３番13号） 

昭和44年12月 藤和管理株式会社（現三菱地所藤和コミュニティ株式会社）設立（現持分法適用会社） 

12月 藤和那須管理株式会社（現藤和那須リゾート株式会社）設立（現連結子会社） 

12月 名古屋営業所（現名古屋支店）開設 

昭和47年５月 東京証券取引所市場第２部に株式上場 

昭和48年４月 東京証券取引所市場第１部に昇格 

５月 大阪証券取引所市場第１部に株式上場 

昭和59年７月 藤和不動産流通サービス株式会社設立 

昭和62年１月 藤和住販株式会社設立（現連結子会社） 

６月 大阪支店を大阪市北区梅田一丁目11番４－2000号に移転 

昭和63年２月 第32回定時株主総会の決議により決算期を11月30日から、３月31日に変更 

７月 広島支店を広島市中区大手町三丁目１番３号に移転 

平成５年１月 パシフィック都市開発株式会社設立 

平成12年３月 株式会社エス・ディー・マネジメント設立 

平成12年10月 パシフィック都市開発株式会社は藤和不動産流通サービス株式会社を吸収合併し、同月藤和不

動産流通サービス株式会社（現連結子会社）に社名変更 

平成13年６月 名古屋支店を名古屋市中区錦二丁目20番８号に移転 

平成15年１月 エフ・ティー都市開発株式会社の株式を追加取得（現連結子会社） 

平成15年５月 大阪証券取引所市場第１部の株式上場廃止（平成15年４月当社より申請） 

平成17年３月 三菱地所株式会社の資本参加により、同社の持分法適用会社となる。 

平成17年４月 株式会社エス・ディー・マネジメントを吸収合併 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社および当社の関係会社５社（連結子会社４社、持分法適用関連会社１社）によって構成され

ており、不動産販売事業、仲介事業、その他事業を営んでおります。 

 また、当社は三菱地所株式会社の持分法適用関連会社であります。 

 当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 なお、次の３部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。 

〔不動産販売事業〕 

 当社は、マンション分譲を主力に首都圏・中京圏・近畿圏・広島圏において不動産販売事業を行っております。

子会社エフ・ティー都市開発㈱は、新たな事業の検討を行っております。 

〔仲介事業〕 

 仲介事業は、首都圏・中京圏・近畿圏では子会社藤和不動産流通サービス(株)が行い、広島圏においては当社が

行っております。 

〔その他事業〕 

 リゾート事業は、子会社藤和那須リゾート㈱が遊園地および別荘地の管理・運営を行っております。 

 管理業は、子会社藤和住販(株)が過去に売却した賃貸物件のアフター管理を、持分法適用関連会社の三菱地所藤

和コミュニティ(株)が当社の分譲マンションや賃貸オフィスビルの建物管理を行っております。 

 また、藤和不動産流通サービス(株)は、不動産に関するプロパティマネジメント事業、不動産コンサルティング

事業を行っております。 

 当社グループを事業系統図によって示しますと、次のとおりとなります。 

（事業系統図） 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．※１：特定子会社に該当しております。 

３．※２：有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％） 

関係内容 

(連結子会社)          

エフ・ティー都市開

発㈱ 
東京都中央区 10 不動産販売事業 100 

マンション分譲の共

同事業 

藤和不動産流通サー

ビス㈱ 

※１ 

東京都文京区 1,500 仲介事業 100 

不動産の仲介 

当社顧客のマンショ

ン売買等の斡旋 

藤和住販㈱ 東京都中央区 10 その他事業 100 不動産の管理 

藤和那須リゾート㈱ 栃木県那須郡 100 その他事業 100 
当社開発の別荘地等

の管理・運営 

(持分法適用関連会

社) 
         

三菱地所藤和コミュ

ニティ㈱ 
東京都中央区 100 その他事業 30 

当社分譲マンション

の管理 

(その他の関係会社)          

三菱地所㈱ 

※２ 
東京都千代田区 136,534 その他事業 

33.6 

（被所有）

資本提携 

マンション分譲の共

同事業 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産販売事業   563 

仲介事業   199 

その他事業   184 

全社（共通）   66 

合計   1,012 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

629 35.5 10.2 6,224,316 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当期におけるわが国の経済は、原油価格の高騰、個人消費の伸び悩みなど不透明な要因はあるものの、企業収益

が改善し、雇用情勢にも明るい兆しが見えてまいりました。 

当不動産業界では、都心部の地価が上昇し、郊外へ波及する動きが顕著になってまいりました。また、首都圏の

マンション分譲市場においては、用地取得の競争が激化し、供給立地の郊外化が進んで全体的に分譲価格が上昇す

るといった状況の中、分譲価格の先高感もあり、売れ行きは堅調に推移いたしました。 

 当社グループは、平成17年3月に、マンション事業における安定収益の確保、および自己資本の拡充を基本方針

とした3ヵ年計画「TOWA Next Stage ～藤和不動産グループ新事業計画～」（以下「新事業計画」という）を策定

しました。当期は計画の2年目にあたり、コーポレートステートメント「すべては、お客さまの笑顔のために。」

をモットーに、信用回復をより強固なものとするため、マンション分譲事業の更なる強化を図り、業績の向上に努

めて参りました。 

その結果、主力のマンション分譲事業が好調に推移し、連結売上高143,809百万円（前期比4.2％減）、連結営業

利益18,343百万円（前期比11.7％増）、連結経常利益16,161百万円（前期比27.9％増）、連結当期純利益は11,885

百万円（前期比10.5％減）で経常利益は過去最高益となりました。また同時に、単体においても経常利益が過去最

高益であり、6期連続で経常利益100億円以上を確保することができました。 

        

   事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

   ①不動産販売事業 

マンション分譲事業40年で培った実績とノウハウをもとに、「すべては、お客さまの笑顔のために。」をマンシ

ョンづくりの姿勢とし、製販一体をビジネスモデルとした事業を展開してまいりました。その結果、当セグメント

の業績は、売上高131,418百万円（前期比3.9％減）、営業利益16,020百万円（前期比14.8％増）となりました。な

お、当期のマンション売上計上戸数は、3,741戸（前期比488戸減）です。 

     

   ②仲介事業 

当セグメントの業績は、一般仲介を中心に順調に推移し、売上高4,239百万円（前期比6.9％減）、営業利益

1,170百万円（前期比23.4％減）となりました。  

なお、当連結会計年度において仲介事業に関する収益計上基準を対象不動産の売買契約成立時から対象不動産の

引渡し完了時に変更いたしました。この変更により仲介事業における営業収入は474百万円、営業利益は320百万円

減少しております。 

     

   ③その他事業 

当セグメントにおいては、ノンコア事業撤退およびレジャー部門の収益改善を推進してまいりました。その結

果、当セグメントの業績は売上高8,151百万円（前期比6.8％減）、営業利益1,055百万円（前期比10.5％増）とな

りました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、マンション事業用地を厳選しつつ積極的に仕入を推進した一方

で、主力のマンション事業において順調な売上高・売上回収を計上したことにより733百万円のネット収入額（前

期は17,411百万円のネット支払額）となりました。  

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産投資を行った一方で、投資有価証券の売却等により資金回収を

行ったことにより100百万円のネット収入額（前期比96.6％減）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金返済により38,973百万円のネット支払額（前期は72,390百万

円のネット収入額）となりました。  

以上の結果、現金及び現金同等物は、期首から38,138百万円減少し、55,749百万円となりました。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループにおける販売品目は受注生産形態をとらない品目がほとんどであり、生産規模および受注規模を金額

あるいは数量で示すことは行っておりません。 

 販売の状況を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去をしております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、参考として当社単体の中高層住宅（マンション分譲事業）における用地仕入、新規供給、期中契約を戸数ベ

ースで示すと、次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

当社は、平成１６年１２月に三菱地所との『戦略的パートナーシップの構築』を決定し、平成１７年３月に平成１

７年度を初年度とする「新事業計画」を策定いたしました。当社は、「新事業計画」に定める３ヵ年を業界の主要プ

レイヤーとしての生き残りを確実にする「足場固めの期間」、「マーケットリーダーへの準備段階」と位置付けてお

り、「マンション事業における安定収益の確保」を基本方針として三菱地所との戦略的パートナーシップに基づく事

業シナジーの発揮と競争力の維持ならびに強化に取り組むとともに、「新事業計画」を推進することにより早期に自

己資本の拡充を図ってまいります。 

また、平成１７年度・平成１８年度の２期連続で新事業計画を上回る利益を計上し、今後の収益見通しも安定して

いることから、平成１７年３月に発行いたしましたＥ種優先株式の早期償還など、更なる財務内容の改善を図ってま

いります。 

 なお、当社は平成１９年６月２１日開催の取締役会において、Ｅ種優先株式の一部取得および消却を決議しており

ます。内容につきましては、「第５ 経理の状況 1.連結財務諸表等 注記事項 重要な後発事象」に記載のとおり

であります。 

 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

売上高（百万円） 前年同期比（％） 

不動産販売事業    

中高層住宅 129,055 △2.0 

その他 2,363 △53.2 

仲介事業 4,239 △6.9 

その他事業 8,151 △6.8 

合計 143,809 △4.2 

 

第52期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

戸数（戸） 
前年比較増減 

（戸） 

用地仕入 5,569 319 

新規供給 3,952 △973 

期中契約 3,648 △1,383 



４【事業等のリスク】 

当社グループの事業および業績(経営成績、財政状態)等に関し、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

主な事項について記載しております。なお、当社グループは、これらの事項の可能性を認識した上で、発生の回避お

よび発生した場合の対応に努める所存であります。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在

において当社グループが判断したものであります。 

(1) 経済情勢の動向 

主力事業であるマンション分譲事業は、景気動向、個人所得等の動向、住宅ローン金利の動向、競合他社の供給や

価格動向等の影響を受けやすい傾向にあり、これらが当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、マンション分譲事業の原価となる土地については地価高騰による取得価格の上昇、建築工事費についても原材料

や人件費の高騰が当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 金利の変動 

主力事業であるマンション分譲事業の事業資金については、主に金融機関から調達しております。従いまして、想

定を上回って借入金利が上昇した場合は、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 不動産関連法制の変更 

当社グループの行う事業には、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、国土利用計画法、建物の区分所有に

関する法律等の各種法規制があり、これらの法規制の改廃や新設によっては、当社グループの事業や業績等に影響を

及ぼす可能性があります。  

(4) 不動産関連税制の変更 

不動産関連税制が変更され、不動産の取得・売却時のコスト増加または住宅購入顧客の購買意欲の減退等につなが

る場合は、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 近隣住民との紛争 

マンション開発に際しては、建築基準法等の法律や行政の指導要項等、開発に必要な許認可を取得することに加

え、近隣住民の方々と誠意をもって協議しております。然しながら協議の結果によっては、必要な許認可を取得して

いる場合においても、当初の開発計画等に変更が生じることも想定されます。その場合、当社グループの事業や業績

等に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 天災、人災等 

主力事業であるマンション分譲事業においては、売上計上がお客さまへのマンション引き渡し時となります。当社

においては、引き渡し時期が下半期に集中していることから、売上高、営業利益、経常利益ともに下半期に偏重して

おりますので、業績を判断する際には留意する必要があります。従いまして、地震、風水害等の自然災害や事故、火

災等の人的災害など予期し得ない事態の発生による建築工期の遅延など、不測の事態により引き渡し時期が期末を超

える場合は、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

当社のマンション分譲事業について、販売用不動産に計上しているものの他、特別目的会社（ＳＰＣ）と売買契約を

締結し、竣工後に購入を予定しているものが以下の通りあります。 

所在地  金額（百万円） 購入予定 

広島県廿日市市阿品３丁目  442 平成20年８月 

千葉県松戸市常盤平双葉町 1,561 平成20年３月 

東京都文京区本郷１丁目 2,296 平成20年10月 



６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、250,509百万円で前連結会計年度（以下「前期末」）比13,724百万円(5.2%)の減

少となりました。流動資産は211,209百万円で前期末比6,257百万円(2.9%)の減少、固定資産は39,299百万円で前期

末比7,467百万円(16.0%)の減少となりました。 

流動資産減少の主な要因は、マンション事業用地の仕入促進および借入金の返済による現金及び預金の減少であ

ります。 

固定資産減少の主な要因は、賃貸事業撤退に伴う差入保証金の減少であります。 

当連結会計年度末の負債の合計は、217,329百万円で前期末比24,102百万円(10.0%)の減少となりました。流動負

債は108,749百万円で前期比31,747百万円(22.6%)の減少、固定負債は108,580百万円で前期末比7,644百万円(7.6%)

の増加となりました。 

有利子負債は、既存借入れの返済等により、前期比37,418百万円(20.1%)減少の148,750百万円なりました。短期

借入金は前期比29,046百万円(39.9%)の減少、長期借入金は同8,127百万円(9.4%)の増加となっております。 

当連結会計年度末の純資産は、当期純利益の計上等により、前期末比10,378百万円(45.5%)増加の33,179百万円

となりました。 

この結果、自己資本比率は、前期末の8.6％から13.2％へと改善いたしました。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度は、主力のマンション分譲事業では当社マンション事業開始４０年の実績とノウハウをもとに、

「すべては、お客さまの笑顔のために。」をマンションづくりの姿勢とし、お客さまのニーズを反映した「地域

№１」のマンションづくりに注力してまいりました。その結果、売上計上戸数は3,741戸となりました。仲介事業

では、一般仲介を中心に順調に推移いたしました。その他事業では、不動産賃貸事業において、サブリース事業の

収益改善を図りました。 

以上のような事業環境のもとで、売上高は143,809百万円となり、マンション分譲事業の売上計上戸数が減少し

たことおよび仲介事業における収益計上基準を対象不動産の売買契約成立時から対象不動産の引渡し完了時に変更

したこと等により、前期比6,295百万円(4.2%)の減少となりました。 

売上総利益はマンション分譲事業の収益率改善により、前期比500百万円(1.4%)増加の37,397百万円となり、営

業利益も18,343百万円と前期比1,922百万円(11.7%)の増加となりました。 

経常利益では、前期比3,529百万円(27.9%)増加となる16,161百万円を計上し、過去最高益となりました。また同

時に、６期連続で連結経常利益120億円以上を達成いたしました。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は前期比1,326百万円(10.8%)増加となる13,640百万円となり、繰延税金資

産取り崩しによる法人税等調整額1,619百万円を計上したこと等により、当期純利益は前期比1,393百万円(10.5%)

減少となる11,885百万円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フロー 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、マンション事業用地を厳選しつつ積極的に仕入を推進した一方

で、主力のマンション事業において順調な売上高・売上回収を計上したことにより733百万円のネット収入額とな

りました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産投資を行った一方で、投資有価証券の売却等により資金回収を

行ったことにより100百万円のネット収入額となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金返済により38,973百万円のネット支払額となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物は、期首から38,138百万円減少し、55,749百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループ （当社および連結子会社）では、設備投資を 1,099百万円実施いたしました。その主なものは、そ

の他事業で 614百万円（那須遊園地施設新設・改修工事233百万円、那須別荘地水道施設改修工事175百万円他）であ

ります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は器具備品、建設仮勘定、借地権の合計であります。なお、金額には消費税等を

含んでおりません。 

２．上記のほか、主要な賃借中の土地および建物等は以下のとおりであります。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．上記のほか、リース契約により使用しているコンピューター等がありますが、重要なものはありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人） 
建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

本社 

（東京都中央区） 

不動産販売事業 

その他事業 

本社ビル 

土地・建物 
1,036 ─

19,000 

(0.6)
129 20,166 350 

資産運用室 

（東京都中央区） 
その他事業 

賃貸用土地・

建物 
84 ─

3 

(280)
16 104 ─

首都圏管理部  

（東京都中央区） 
不動産販売事業 

定期借地権物

件底地  
─ ─

730 

(9)
0 731 ─

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人） 
建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

藤和那須リゾ

ート㈱ 

本社 

（栃木県那須

郡） 

不動産販売事

業 

その他事業 

本社土地・

建物 

遊園地施設 

賃貸用土

地・建物 

1,862 377 
4,266 

(704)
165 6,671 81 

藤和不動産流

通サービス㈱ 

本社及び営業

所 

（東京都文京

区他） 

仲介事業 

その他事業 

本社施設 

営業所施設 

賃貸用土

地・建物 

1,469 ─
2,208 

(0.5)
35 3,713 302 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

事業の種類別セグメントの
名称 

設備の内容 面積（㎡） 

藤和不動産㈱ その他事業 高槻藤ヶ丘（転貸住宅敷地） 16,062.79 

    東水工ビル他11件（転貸ビル等） 20,593.53 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定金額は 302百万円でありますが、その所

要資金については、自己資金を充当する予定であります。 

 重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

(1）新設 

(2）改修 

(3）除却等 

 特記すべき事項はありません。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手および完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

藤和那須リゾ

ート㈱ 

栃木県那須

郡 
その他事業 

那須遊園地

施設 
48 ─ 自己資金 平成19年2月 平成19年7月 ─ 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手および完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 
着手 完了 

藤和不動産㈱ 
東京都中央

区 

不動産販売

事業 
本社ビル 74 ─ 自己資金 平成19年4月 平成20年3月 ─ 

藤和那須リゾ

ート㈱  

栃木県那須

郡 
その他事業 

那須遊園地

施設  
112 1 自己資金 平成19年1月 平成19年12月 ─ 

藤和那須リゾ

ート㈱  

栃木県那須

郡 
その他事業 宿泊施設等  67 3 自己資金 平成19年1月 平成19年8月 ─ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

 （注）２ 優先株式の内容は次のとおりであります。 

種類 発行可能株式総数および発行可能種類株式総数（株） 

普通株式 655,000,000 

Ａ種優先株式 8,333,000 

Ｂ種優先株式 8,333,000 

Ｃ種優先株式 16,667,000 

Ｄ種優先株式 16,667,000 

Ｅ種優先株式 20,000,000 

計 725,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 111,258,791 同左 東京証券取引所第一部 （注）１ 

Ａ種優先株式 8,333,000 同左 非上場・非登録 

（注）２ 

Ｂ種優先株式 8,333,000 同左 非上場・非登録 

Ｃ種優先株式 16,667,000 同左 非上場・非登録 

Ｄ種優先株式 16,667,000 同左 非上場・非登録 

Ｅ種優先株式 20,000,000 同左 非上場・非登録 

計 181,258,791 同左 ― ― 

項目 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｃ種優先株式 Ｄ種優先株式 

発行株式数（株） 8,333,000 8,333,000 16,667,000 16,667,000 

発行価額 １株当たり600円 

発行価額中資本に組入れな

い額 
１株当たり300円 

１株あ

たりの

優先配

当 

計算方法 優先配当金の額は、発行価額（600円）にそれぞれの事業年度ごとに下記の配当年率を乗

じて算出した額とする。優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４

位を四捨五入する。 

  配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋1.00％ 

上限 年60円 

累積条項 非累積型 

参加条項 非参加型 

優先中間配当 なし 

 



項目 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｃ種優先株式 Ｄ種優先株式 

償還（取得と引換えに金銭

を交付することをいう。以

下同じ。）請求権 

償還請求権を有しない。 Ｄ種優先株式を有す

る株主は、当社に対

し、平成35年以降、

毎年７月１日から７

月31日までの期間に

おいて、Ｄ種優先株

式の一部又は全部の

償還を請求すること

ができる。当社は、

この請求がなされた

場合には、その直前

の事業年度の繰越利

益剰余金が200億円

を超えていることを

条件に、当該繰越利

益剰余金の２分の１

の金額を限度とし、

Ｄ種優先株式の償還

を行うものとする。

当社は、Ｄ種優先株

式の償還請求後２ヵ

月以内に、Ｄ種優先

株式の償還手続を終

了させるものとし、

償還の対価としてＤ

種優先株式１株につ

き600円を支払うも

のとする。なお、償

還請求の総額が、上

記の償還のための限

度額を超える場合

は、抽選その他の方

法により償還すべき

Ｄ種優先株式を決定

する。 

転換請

求権 

転換（取得と引

換えに当社の普

通株式を交付す

ることをいう。

以下同じ。）を

請求し得べき期

間 

平成20年４月１日～

平成26年３月31日 

平成20年４月１日～

平成39年３月31日 

平成22年４月１日～

平成41年３月31日 

平成27年４月１日～

平成44年３月31日 

 



項目 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｃ種優先株式 Ｄ種優先株式 

  

転換価額（円） 

※ 

※           46 平成20年４月１日に

おける時価 

上記時価とは、平成

20年４月１日に先立

つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会

社東京証券取引所に

おける当社の普通株

式の普通取引の毎日

の終値（気配表示を

含む。）の平均値

（終値のない日数を

除く。）とし、その

計算は円位未満少数

第１位まで算出し、

その少数第１位を切

り上げる。 

平成22年４月１日に

おける時価 

上記時価とは、平成

22年４月１日に先立

つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会

社東京証券取引所に

おける当社の普通株

式の普通取引の毎日

の終値（気配表示を

含む。）の平均値

（終値のない日数を

除く。）とし、その

計算は円位未満少数

第１位まで算出し、

その少数第１位を切

り上げる。 

平成27年４月１日に

おける時価 

上記時価とは、平成

27年４月１日に先立

つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会

社東京証券取引所に

おける当社の普通株

式の普通取引の毎日

の終値（気配表示を

含む。）の平均値

（終値のない日数を

除く。）とし、その

計算は円位未満少数

第１位まで算出し、

その少数第１位を切

り上げる。 

  

転換価格の修正 転換価額は、平成21

年４月１日以降平成

25年４月１日までの

毎年４月１日（以下

それぞれ「転換価額

修正日」という。）

における時価に修正

されるものとする。 

転換価額は、平成21

年４月１日以降平成

38年４月１日までの

毎年４月１日（以下

それぞれ「転換価額

修正日」という。）

における時価に修正

されるものとする。 

転換価額は、平成23

年４月１日以降平成

40年４月１日までの

毎年４月１日（以下

それぞれ「転換価額

修正日」という。）

における時価に修正

されるものとする。 

転換価額は、平成28

年４月１日以降平成

43年４月１日までの

毎年４月１日（以下

それぞれ「転換価額

修正日」という。）

における時価に修正

されるものとする。 

   

転換価額は当該転換価額修正日以降翌年の転換価額修正日の前日（又は転換請求期間の

終了日）までの間、当該時価に修正される。但し、当該時価が当初転換価額の80％（以

下「下限転換価額」という。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とす

る。また、当該時価が当初転換価額の100％（以下「上限転換価額」という。）を上回る

ときは、修正後転換価額は上限転換価額とする。但し、転換価額が転換価額修正日まで

に、下記転換価額の調整により調整された場合には、下限転換価額及び上限転換価額に

ついても同様の調整を行うものとする。 

   

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証

券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均

値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その

小数第１位を切り上げる。 

 



項目 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｃ種優先株式 Ｄ種優先株式 

  

転換価格の調整 Ａ．各種優先株式発行後次の①ないし③のいずれかに該当する場合には、転換価額を次

に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）により調整する。 

①転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合

（自己株式を処分する場合を含む）、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は

募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。処分される自

己株式の数は転換価額調整式における新規発行普通株式数に算入される。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のため

の株主割当日がある場合はその翌日以降、これを適用する。但し、配当可能利益から資

本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発

行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総

会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換

価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、こ

れを適用する。 

③転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式への新株予約権又は転

換請求権を行使できる証券を発行する場合、調整後の転換価額は、その証券の発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行された証券の当

該普通株式への新株予約権又は転換請求権が全額行使されたものとみなし、その発行日

の翌日以降又はその割当日の翌日以降これを適用する。 

Ｂ．上記Ａ①ないし③に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等に

より転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額により

変更される。 

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当りの時価は、調整後転換価額を適用する日（但

し、上記Ａ②但し書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り上げる。 

Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日にお

いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主

割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する

日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数とする。 

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り上げる。 

        既発行 

普通株式数 
＋ 

新規発行 

普通株式数  
× 

１株当り 

払込金額 

調整後 

転換価格  
＝ 

調整前 

転換価格  
× 

１株当り時価  

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数  

  

転換により交付

すべき普通株式

数 

各種優先株式の転換により交付すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

発行株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

転換により交付すべき 

普通株式数  
＝ 

優先株主が転換請求のために提出

した各種優先株式の発行価額総額 
÷ 転換価額 

 



※Ａ種優先株式の転換価額は当初56円でありましたが、平成17年３月22日に普通株式の第三者割当増資を実施したこ

とに伴い46円に調整しております。 

項目 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｃ種優先株式 Ｄ種優先株式 

強制転換条項 当社は、転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった優先株式を、同期間の末日の

翌日（以下「強制転換基準日」という。）以降に開催される取締役会で定める日をもっ

て取得し、これと引換えに、優先株式１株の払込金相当額を強制転換基準日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得

られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。この場合該当平均値が下限転換価額を下回るとき

は、優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式を交付

する。 

また、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、優先株式１株の払込金相当額を上限

転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、転換価額が強制転換基準

日までに上記転換価額の調整により調整された場合には、下限転換価額および上限転換

価額についても同様の調整を行う。上記の普通株式数の算出に当って１株に満たない端

数が生じたときは、会社法第234条に従いこれを取扱う。 

残余財産の分配 普通株式に先立ち、１株につき600円を支払う。それ以外の残余財産の分配は行わない。 

議決権 議決権を有しない。

ただし、平成20年４

月１日以降Ａ種優先

株主が優先的配当全

額を受ける旨の議案

が定時株主総会に提

出されないときはそ

の総会より、その議

案が定時株主総会に

おいて否決されたと

きはその総会の終結

の時より優先的配当

全額を受ける旨の決

議がある時まで、議

決権を有する。 

議決権を有しない。 

併合または分割 法令に別段の定めがある場合を除き、行わない。 

新株の割当てを受ける権

利等 

新株の割当てを受ける権利または新株予約権もしくは新株予約権付社債の割当てを受け

る権利を与えない。 

優先順位 各種優先株式相互の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。 

項目 Ｅ種優先株式

発行株式数（株） 20,000,000 

発行価額 １株当たり600円 

発行価額中資本に組入れな

い額 
１株当たり300円 

１株あ

たりの

優先配

当 

計算方法 優先配当金の額は、発行価額（600円）にそれぞれの事業年度ごとに下記の配当年率を乗

じて算出した額とする。優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４

位を四捨五入する。 

  配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋10.00％ 

上限 年72円 

累積条項 累積型 

参加条項 非参加型 

優先中間配当 なし 

 



項目 Ｅ種優先株式

転換請

求権 

転換（取得と引

換えに当社の普

通株式を交付す

ることをいう。

以下同じ。）請

求権の確定条件 

以下の何れかの条件が充たされた日以降、同日以降残存するＥ種優先株式のすべてとの

関係で行使可能となる。 

①平成21年９月１日において、平成21年８月31日までに償還されたＥ種優先株式の数

（累計）が、平成21年８月31日までに発行されたＥ種優先株式の総数（累計）の５分の

１以下であること。 

②平成22年９月１日において、平成22年８月31日までに償還されたＥ種優先株式の数

（累計）が、平成22年８月31日までに発行されたＥ種優先株式の総数（累計）の３分の

１以下であること。 

③平成23年９月１日において、平成23年８月31日までに償還されたＥ種優先株式の数

（累計）が、平成23年８月31日までに発行されたＥ種優先株式の総数（累計）の２分の

１以下であること。 

④平成24年９月１日において、平成24年８月31日までに償還されたＥ種優先株式の数

（累計）が、平成24年８月31日までに発行されたＥ種優先株式の総数（累計）の３分の

２以下であること。 

⑤Ｅ種優先株式の払込期日の翌日の時点における当社の発行済み普通株式数の２分の１

に相当する数（累計）の普通株式が、当該払込期日の翌日以降に発行されたこと（当該

払込期日の翌日より前に発行済みの新株予約権若しくは新株予約権付社債に係る新株予

約権の行使又は転換請求権の行使によるものを除く。） 

⑥累計で、Ｅ種優先株式の払込期日の翌日の時点における当社の発行済み普通株式数の

２分の１に相当する数の普通株式数を当初の目的とするような新株予約権または転換請

求権を含む有価証券が発行されたこと。 

  

転換価額（円） 

  

上記確定条件に基づき普通株式への転換請求権が確定する日（以下「確定日」とい

う。）の前日における時価に0.9を乗じた価額 

上記時価とは、確定日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値

のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第3位

を切り上げる。 

  

転換価額の修正 

  

転換価額は、確定日以降平成24年3月1日までの毎年3月1日および9月1日（以下、それぞ

れ「転換価額修正日」という。）における時価に0.9を乗じた価額に修正されるものと

し、転換価額は当該転換価額修正日以降次回の転換価額修正日の前日までの間、当該修

正後の価額に修正される。ただし、算出された価額が当初転換価額の60％相当額（以下

「下限転換価額」という。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。

また、算出された価額が当初転換価額の100％相当額（以下「上限転換価額」という。）

を上回るときは、修正後の転換価額は上限転換価額とする。転換価額が転換価額修正日

までに、下記転換価額の調整により調整された場合には、下限転換価額および上限転換

価額についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証

券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均

値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第3位まで算出し、その小

数第3位を切り上げる。ただし、当社の普通株式が確定日または転換価額修正日に先立っ

て東京証券取引所において上場廃止された場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を除く。）とし、その計

算は円位未満小数第3位まで算出し、その小数第3位を切り上げる。 

 



項目 Ｅ種優先株式

  

転換価額の調整 

  

Ａ．Ｅ種優先株式発行後次の①ないし③のいずれかに該当する場合には、転換価額を次

に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）により調整する。 

①転換価額調整式に使用する1株当たり時価を下回る払込金額または処分価額をもって、

普通株式を発行または当社が有する普通株式（以下「自己株式」という。）を処分する

場合（ただし、株式の分割、転換請求権付株式の転換または新株予約権の行使による場

合を除く。）、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割

当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。なお、自己株式の処分の場合に

は、転換価額調整式における「新規発行普通株式数」は「処分自己株式数」、「1株当た

り払込金額」は「1株当たり処分価額」とそれぞれ読替える。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のため

の株主割当日がある場合はその翌日以降、株式分割のための株主割当日がない場合は、

当社の取締役会において株式分割の効力発生日と定めた日の翌日以降、これを適用す

る。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもっ

て株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利

益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当

日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株

主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

③転換価額調整式に使用する1株当たり時価を下回る価額をもって普通株式への新株予約

権または転換請求権を行使できる有価証券を発行または処分する場合、調整後の転換価

額は、その有価証券の発行日若しくは処分の日に、または募集のための株主割当日があ

る場合はその日の終わりに、発行された有価証券の普通株式への新株予約権または転換

請求権が全額行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日の翌日

以降これを適用する。 

Ｂ．上記Ａ①ないし③に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等

により転換価額の調整を必要とする場合には、当社の取締役会が適当と判断する転換価

額に調整される。 

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日（ただ

し、上記Ａ②ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日

の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第1位まで算

出し、その小数第1位を切り上げる。 

Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日にお

いて有効な転換価額とする。また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株

主割当日がある場合はその日（ただし、株式の分割を行うための当社の取締役会におい

て株主割当日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、その日）、また、株主

割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数（当該新規発行分は含まれない。）とする。 

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第1位まで算出し、その小数第1位

を切り上げる。 

Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未

満にとどまるときは、転換価額の調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必

要とする事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換

価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

        既発行 

普通株式数 
＋ 

新規発行 

普通株式数  
× 

１株当り 

払込金額 

調整後 

転換価格  
＝ 

調整前 

転換価格  
× 

１株当り時価  

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数  

 



項目 Ｅ種優先株式

  

転換により交付

すべき普通株式

数 

  

Ｅ種優先株式の転換により交付すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

発行株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

転換により交付すべき 

普通株式数  
＝ 

Ｅ種優先株主が転換請求のために

提出したＥ種優先株式の発行価額

総額に転換請求権が発生する日の

前日における当該Ｅ種優先株式に

かかるＥ種優先株式累積未払配当

金相当額を加算した金額 

÷ 転換価額 

強制転換条項 当社は、平成25年3月31日までに償還されずかつ普通株式に転換されなかった優先株式

を、その翌日（以下「強制転換基準日」という。）以降に開催される取締役会で定める

日をもって取得し、これと引換えに、Ｅ種優先株式１株の払込金相当額を強制転換基準

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除

く。）で除して得られる数の普通株式を交付する。平均値の計算は、円位未満小数第３

位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。ただし、当該平均値が下限転換価額を下

回るときは、Ｅ種優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普

通株式を交付する。 

また、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、Ｅ種優先株式１株の払込金相当額を

上限転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。なお、転換価額が強制転換基

準日までに上記転換価額の調整により調整された場合には、下限転換価額および上限転

換価額についても同様の調整を行う。上記の普通株式数の算出に当って１株に満たない

端数が生じたときは、会社法第234条に従いこれを取扱う。 

償還請求権 Ｅ種優先株主は、平成18年３月31日に終了する事業年度以降平成23年３月31日に終了す

る事業年度までの各事業年度の終了後直後に到来する７月１日から７月31日までの期間

（以下「償還請求可能期間」という。）において、当社の直前の事業年度の繰越利益剰

余金にその他資本剰余金および任意積立金を加算した金額が10億円を超えている場合、

当該金額の70％相当額から、当社が当該償還請求がなされた事業年度においてその発行

している優先株式の買受けまたは強制償還を既に行ったかまたは行う決定を行った分の

価額（上限を決定した場合にはその上限額とする。）の合計額を控除した残額（以下

「償還可能限度額」という。）を限度として、Ｅ種優先株式の全部または一部の償還

（取得と引換えに金銭を交付することをいう。以下同じ。）請求をすることができる。 

当社は、償還請求可能期間満了の日から１ヶ月以内に法令の定めに従い、償還手続きを

行うものとする。ただし、前記限度額を超えてその発行している優先株式の株主（以下

「優先株主」という。）からの償還請求があった場合、各優先株主が償還請求を行った

株式数によるあん分比例の方式により決定し（ただし、各優先株主毎にあん分比例の方

式による計算の結果生ずることとなる１株未満の端数については、切捨てた数とす

る。）、あん分比例の方式により決定できない残余分については償還請求可能期間経過

後において実施する抽選その他の方法により決定する。また、償還価額は、１株につき

600円にＥ種優先株式累積未払配当金相当額を加えた金額とする。 

 



項目 Ｅ種優先株式

強制償還条項 当社は、平成19年８月１日以降の毎年８月１日から８月31日の期間内において、以下に

定める金額を限度として、Ｅ種優先株式の全部または一部を強制償還することができ

る。なお、一部償還をするときは各Ｅ種優先株主が有するＥ種優先株式の株式数による

あん分比例の方式により行い、あん分比例の方式により決定できない部分については抽

選その他の方法により行う。償還価格は１株につき600円にＥ種優先株式累積未払配当金

相当額および経過配当金相当額を加算した額とする。上記「経過配当金相当額」とはＥ

種優先配当金の額を、償還日の属する事業年度の実日数に対する初日から償還日までの

実経過日数（初日および償還日を含む。）の割合で日割計算した額として、その計算は

円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。 

①平成19年８月１日から平成19年８月31日までの期間 

当該期間内に上記に定める償還請求権の行使により償還されたＥ種優先株式の償還価

額の総額を、償還可能限度額から控除した後の残高の、３分の１相当額を限度とす

る。 

②平成20年８月１日から平成20年８月31日までの期間 

当該期間内に上記に定める償還請求権の行使により償還されたＥ種優先株式の償還価

額の総額を、償還可能限度額から控除した後の残高の、半額相当額を限度とする。 

③平成21年８月１日以降、毎年８月１日から８月31日までの期間 

当該期間内に上記に定める償還請求権の行使により償還されたＥ種優先株式の償還価

額の総額を、償還可能限度額から控除した後の残高の、全額相当額を限度とする。 

残余財産の分配 普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、１株につき600円およびＥ種優先株式累積

未払配当金相当額を支払う。それ以外の残余財産の分配は行わない。 

議決権 議決権を有しない。 

併合または分割 法令に別段の定めがある場合を除き、行わない。 

新株の割当てを受ける権

利等 

新株の割当てを受ける権利または新株予約権もしくは新株予約権付社債の割当てを受け

る権利を与えない。 

優先順位 配当を行う金額が、各種優先株式の発行に際してそれぞれ決定された１株当たりの優先

配当金（以下「各種優先株式優先配当金」という。ただし、Ｅ種優先株式については、

Ｅ種優先配当金にＥ種優先株式累積未払配当金を合算した金額とする。）に現存する各

種優先株式の株式数を乗じて得られた金額の総合計額に満たない場合は、各種優先株式

について支払う１株当たりの優先配当額が各種優先株式優先配当金に比例する方法によ

り優先配当を行う。また、残余財産の分配可能額が、各種優先株式の定款に規定された

１株当たりの残余財産分配額に現存する各種優先株式の株式数を乗じて得られた金額の

総合計額に満たない場合は、各種優先株式について支払う１株当たりの分配額が各種優

先株式の定款に規定された１株当たりの残余財産分配額に比例する方法により分配を行

う。 



(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金の資本組入れ 

２．株式併合による減少 

３．無償減資 

４．第三者割当による増資  50,000,000株（優先株式） 

発行価額   １株当たり600円 

資本組入額  １株当たり300円 

割当先    株式会社ＵＦＪ銀行     42,550,000株 

株式会社三井住友銀行     3,620,000株 

中央三井信託銀行株式会社   1,800,000株 

ＵＦＪ信託銀行株式会社    1,270,000株 

住友信託銀行株式会社      760,000株 

５．第三者割当による増資 

（１）普通株式  53,827,000株 

発行価額   １株当たり240円 

資本組入額  １株当たり120円 

割当先    三菱地所株式会社      37,161,000株 

日立キャピタル株式会社    8,332,000株 

大阪瓦斯株式会社       4,167,000株 

株式会社東電ホームサービス  4,167,000株 

（２）優先株式  20,000,000株 

発行価額   １株当たり600円 

資本組入額  １株当たり300円 

割当先    東京海上日動火災保険株式会社 8,330,000株 

三菱地所株式会社       6,670,000株 

日立キャピタル株式会社    5,000,000株 

６．資本金の減少は無償減資によるものであります。 

資本準備金の減少は、欠損填補9,745百万円およびその他資本剰余金への振替5,204百万円によるものであり

ます。 

７．資本準備金の欠損金填補 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年11月28日 

（注）１ 
－ 114,863 3,302,520 29,127,333 △3,302,520 － 

平成15年３月４日 

（注）２ 
△57,431 57,431 － 29,127,333 － － 

平成15年３月４日 

（注）３ 
－ 57,431 △26,545,333 2,582,000 － － 

平成15年３月29日 

（注）４ 
50,000 107,431 15,000,000 17,582,000 15,000,000 15,000,000 

平成17年３月22日 

（注）５ 
73,827 181,258 12,459,240 30,041,240 12,459,240 27,459,240 

平成17年４月23日 

（注）６ 
－ 181,258 △17,400,000 12,641,240 △14,950,000 12,509,240 

平成17年６月29日 

（注）７ 
－ 181,258 － 12,641,240 △12,459,240 50,000 



(5）【所有者別状況】 

①普通株式 

 （注）１．自己株式 175,500株は「個人その他」に 351単元含めて記載しました。なお、自己株式 175,500株は、株主

名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は、175,000株であります。 

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が 180単元が含まれております。 

②Ａ種優先株式 

③Ｂ種優先株式 

④Ｃ種優先株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 36 47 276 123 4 11,705 12,191 ― 

所有株式数

（単元） 
― 34,265 3,088 114,444 34,039 13 35,828 221,677 420,291 

所有株式数の

割合（％） 
― 15.46 1.39 51.62 15.36 0.01 16.16 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 1 1 1 1 ― ― 4 ― 

所有株式数

（単元） 
― 760 1,800 10,486 3,620 ― ― 16,666 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 4.56 10.80 62.92 21.72 ― ― 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 2 1 2 ― ― ― 5 ― 

所有株式数

（単元） 
― 11,246 1,800 3,620 ― ― ― 16,666 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 67.48 10.80 21.72 ― ― ― 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― ― ― 1 ― ― ― 1 ― 

所有株式数

（単元） 
― ― ― 33,334 ― ― ― 33,334 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ― 



⑤Ｄ種優先株式 

⑥Ｅ種優先株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― ― ― 1 ― ― ― 1 ― 

所有株式数

（単元） 
― ― ― 33,334 ― ― ― 33,334 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― ― ― 3 ― ― ― 3 ― 

所有株式数

（単元） 
― ― ― 40,000 ― ― ― 40,000 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

①普通株式 

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は 5,997千株であります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は 4,118千株でありま

す。 

３．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、普通株式におけるものであります。 

４．平成18年4月11日付にてエル・アール・マネジャーズ・エルエルシーより株券等の大量保有報告書の変更報告

書が提出されておりますが、当事業年度末現在における実質所有の状況が完全に確認できないため、上記大株

主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の変更報告書による平成18年3月31日現在の株式

保有状況は次の通りであります。また、株券等の保有割合の算出に用いた発行済株式総数には、優先株式の数

を含んでおりません。 

５．平成18年９月６日付にてアクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社より株券等の大量保有報告書の変

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 37,161 33.40 

日立キャピタル株式会社 東京都港区西新橋２－15－12 6,332 5.69 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 5,997 5.39 

大阪瓦斯株式会社 大阪市中央区平野町４－１－２ 4,167 3.74 

株式会社東電ホームサービス 東京都港区西新橋１－１－15 4,167 3.74 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 4,118 3.70 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,396 2.15 

ドイチェ バンク アーゲー 

ロンドン ピービー アイリ

ッシュ レジデンツ 619  

ＴＡＵＮＵＳＡＮＬＡＧＥ １２， Ｄ－

６０３２５  ＦＲＡＮＫＦＵＲＴ ＡＭ 

ＭＡＩＮ， ＦＥＤＥＲＡＬ ＲＥＰＵＢ

ＬＩＣ ＯＦ ＧＥＲＭＡＮＹ 

2,041 1.83 

(常任代理人 ドイツ証券株

式会社)  

(東京都千代田区永田町２－11－１ 山王パ

ークタワー) 
    

チェース マンハッタンバン

ク ジーティーエス クライ

アンツ アカウント エスク

ロウ 

５ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＴＲＩＮＩＴＹ 

ＴＯＷＥＲ  ９， ＴＨＯＭＡＳ ＭＯＲ

Ｅ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ， Ｅ１

Ｗ １ＹＴ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤ

ＯＭ 

1,498 1.34 

(常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証

券決済業務室)  

(東京都中央区日本橋兜町６－７)     

メロン バンク トリーティ

ー クライアンツ オムニバ

ス 

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ ＢＯ

ＳＴＯＮ，ＭＡ ０２１０８ 
1,357 1.21 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店)  
(東京都中央区日本橋３－１１－１)     

計 ─ 69,235 62.23 

氏名又は名称 住所  
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

エル・アール・マネジャーズ・エル

エルシー 

アメリカ合衆国10022 ニューヨーク

州 ニューヨーク市430 パーク・ア

ヴェニュー ７Ｆ 

5,234 4.70 

計 ─ 5,234 4.70 



更報告書が提出されておりますが、当事業年度末現在における実質所有の状況が完全に確認できないため、上記大

株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の変更報告書による平成18年８月31日現在の株

式保有状況は次の通りであります。また、株券等の保有割合の算出に用いた発行済株式総数には、優先株式の

数を含んでおりません。 

６．平成19年１月22日付にてGoldman Sachs International及びその共同保有者より株券等の大量保有報告書が提

出されておりますが、当事業年度末現在における実質所有の状況が完全に確認できないため、上記大株主の状

況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書による平成19年１月15日現在の株式保有状況は次の通り

であります。また、株券等の保有割合の算出に用いた発行済株式総数には、優先株式の数を含んでおります。

氏名又は名称 住所  
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

アクサ・ローゼンバーグ証券投信投
資顧問株式会社 

東京都港区白金１丁目17番３号 3,549 3.19 

計 ─ 3,549 3.19 

氏名又は名称 住所  
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

Goldman Sachs International 
Peterborough Court，133Fleet 

Street，London EC４A２BB UK 
4,326 2.39 

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 
32 Old Slip, New York, 

New York,10005 U.S.A. 
7,966 4.40 

ゴールドマン・サックス・アセット・

マネジメント株式会社 

東京都港区六本木６－10－１ 

六本木ヒルズ森タワー 
2,346 1.29 

計 ─ 14,638 8.08 



②Ａ種優先株式 

③Ｂ種優先株式 

④Ｃ種優先株式 

⑤Ｄ種優先株式 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 5,243 62.92 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

東京都港区六本木６－10－１ 

六本木ヒルズ森タワー 

常任代理人ゴールドマン・サックス証券会

社東京支店 

1,810 21.72 

モルガン・スタンレー証券株

式会社 

東京都渋谷区恵比寿４－２０－３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
900 10.80 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４－５－33 380 4.56 

計 ─ 8,333 100.00 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,243 62.92 

大和生命保険株式会社 東京都千代田区内幸町１－１－７ 940 11.28 

モルガン・スタンレー証券株

式会社 

東京都渋谷区恵比寿４－２０－３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
900 10.80 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 870 10.44 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４－５－33 380 4.56 

計 ─ 8,333 100.00 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 16,667 100.00 

計 ─ 16,667 100.00 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 16,667 100.00 

計 ─ 16,667 100.00 



⑥Ｅ種優先株式 

 （注） Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ種の優先株式は現物出資（借入金の株式化）によって発行されたものであります。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式 90,000株および株主名簿

上、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない 500株が含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 180個および株主名簿上、当社

名義となっておりますが、実質的に所有していない完全議決権株式に係る議決権の数 1個が含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 500株あります。 

なお、当該株式は前記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内１－２－１ 8,330 41.65 

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 6,670 33.35 

日立キャピタル株式会社 東京都港区西新橋２－15－12 5,000 25.00 

計 ─ 20,000 100.00 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式 70,000,000 － 

「１(1)②発行済株式」

の「内容」の記載を参

照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 175,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 110,663,500 221,327 － 

単元未満株式 普通株式 420,291 － － 

発行済株式総数 181,258,791 － － 

総株主の議決権 － 221,327 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤和不動産株式会

社 

東京都中央区八重

洲２－３－13 
175,000 ― 175,000 0.16 

計   175,000 ― 175,000 0.16 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第7号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7項に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）１当期間における「その他（単元未満株式の売渡請求による売渡）」には、平成19年６月１日から有価証券報告

書提出日までの単元未満株式の売渡請求による株式数は含めておりません。 

２当期間における「保有自己株式数」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式数は含めておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 17,765 11,700,185 

当期間における取得自己株式 2,486 1,413,490 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
─ ─ ─ ─ 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
1,172 780,745 ─ ─ 

保有自己株式数 175,000 ─ 177,486 ─ 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様の長期的かつ総合的な利益の向上を、経営の重要な課題に位置付けております。 

当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

この剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。 

 当社は、平成１７年度を初年度とする新事業計画の推進に全力を挙げて取り組んでまいりましたが、マンション事

業における安定収益を確保することにより、新事業計画の予定利益水準を前倒しで達成できたことから、普通株式１

株当たり３円の配当を実施いたします。また、優先株式につきましては、新事業計画に基づき、所定の配当を実施い

たします。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

普通株式２株につき１株の割合をもって、平成15年３月４日付で株式併合を実施いたしました。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 株式の種類 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
普通株式 333 3.000 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
Ａ種優先株式 67 8.052 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
Ｂ種優先株式 67 8.052 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
Ｃ種優先株式 134 8.052 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
Ｄ種優先株式 134 8.052 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
Ｅ種優先株式 1,241 62.052 

計 ─ 1,976 ─ 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 70 389 435 852 959 

最低（円） 25 43 183 324 485 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 718 708 625 628 712 687 

最低（円） 618 522 555 563 597 607 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役

会長 
  寺澤 則忠 昭和18年11月22日生

昭和42年４月 日本開発銀行入行 

平成３年６月 同行秘書役 

平成６年５月 同行都市開発部長 

平成７年６月 同行総務部長 

平成10年５月 同行理事 

平成11年10月 日本政策投資銀行理事 

平成14年６月 同行副総裁 

平成16年６月 同行顧問 

平成16年６月 日本空港ビルデング株式会社監査役（現

任） 

平成16年６月 株式会社一休監査役（現任） 

平成17年２月 三菱地所株式会社顧問（現任） 

平成17年３月 藤和不動産株式会社代表取締役会長（現

任） 

(注)2 11 

代表取締役

社長 
  杉浦 重厚 昭和20年２月25日生

昭和43年４月 藤和不動産株式会社入社 

昭和62年12月 当社広報室長 

平成２年４月 当社住宅本部横浜支店第一営業部長 

平成４年３月 当社住宅本部横浜支店副支店長 

平成５年１月 当社大阪支店長 

平成７年６月 当社取締役 

平成10年４月 当社西日本支店担当 

平成10年６月 当社常務取締役 

平成14年６月 当社専務取締役 

平成15年６月 当社代表取締役社長（現任） 

(注)2 42 

取締役副社

長 

総務部・人

事部担当 
山口 裕正 昭和23年１月10日生

昭和46年４月 株式会社三和銀行入行（現 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行） 

平成元年５月 同行久我山支店長 

平成３年５月 同行原宿支店長 

平成５年５月 同行東京営業本部第３部長 

平成７年７月 同行東京業務本部審査部長 

平成10年４月 同行考査部長 

平成11年６月 同行執行役員 

平成14年５月 同行常務執行役員 

平成15年６月 藤和不動産株式会社代表取締役副社長 

平成15年６月 当社総務部担当（現任） 

平成16年６月 当社人事部担当（現任） 

平成17年３月 当社取締役副社長（現任） 

(注)2 8 

取締役副社

長 

経理部・経

営企画部管

掌 

内部監査

室・法務

部・情報開

発部担当 

雑賀 哲治 昭和23年７月28日生

昭和47年４月 三菱地所株式会社入社 

平成10年１月 菱栄観光開発株式会社取締役社長 

平成14年４月 三菱地所株式会社名古屋支店長 

平成14年４月 名菱不動産株式会社代表取締役社長 

平成17年３月 藤和不動産株式会社取締役副社長（現

任） 

平成17年３月 当社経理部管掌（現任） 

平成18年４月 当社経営企画部管掌（現任） 

平成18年４月 当社内部監査室担当（現任） 

平成18年４月 当社法務部担当（現任） 

平成18年４月 当社情報開発部担当（現任） 

(注)2 2 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常務取締役 
首都圏事業

本部長 
望月 和喜 昭和22年１月１日生

昭和46年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成２年９月 当社財務部長 

平成５年１月 当社財務本部財務部長 

平成７年４月 当社企画本部財務部長 

平成８年６月 当社企画本部経理部長 

平成10年４月 当社経理部長 

平成11年６月 当社取締役 

平成15年１月 エフ・ティー都市開発株式会社代表取締

役社長（現任） 

平成15年６月 当社常務取締役（現任） 

平成15年６月 当社経理部担当 

平成16年４月 当社事業戦略部担当 

平成18年４月 当社経営企画部担当 

平成19年４月 当社首都圏事業本部長（現任） 

(注)2 28 

常務取締役 

経営企画

部・事業戦

略部・経理

部担当 

瀬川 修 昭和25年２月28日生

昭和47年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成３年４月 当社住宅本部関東支店第二営業部長 

平成５年１月 当社関東支店長 

平成10年４月 当社首都圏本部東京営業部長 

平成12年４月 当社首都圏販売事業部長 

平成12年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社首都圏事業本部販売事業部長 

平成18年４月 当社常務取締役（現任） 

平成19年４月 当社経営企画部担当（現任） 

平成19年４月 当社事業戦略部担当（現任） 

平成19年４月 当社経理部担当（現任） 

(注)2 24 

常務取締役 

西日本事業

本部長 

お客さま相

談室・アフ

ターサービ

スセンタ

ー・資産運

用室・技術

部担当 

椿本 邦夫 昭和23年12月21日生

昭和52年８月 藤和不動産株式会社入社 

平成５年１月 当社神戸支店長 

平成11年４月 当社大阪支店長 

平成12年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社西日本事業本部長（現任） 

平成18年４月 当社お客さま相談室担当（現任） 

平成18年４月 当社アフターサービスセンター担当（現

任） 

平成18年４月 当社資産運用室担当（現任） 

平成19年４月 当社技術部担当（現任） 

平成19年６月 当社常務取締役（現任） 

(注)2 16 

取締役 

首都圏事業

本部長アド

バイザー 

菅原 靖彦 昭和19年４月18日生

昭和43年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成元年４月 当社住宅本部東京支店第二営業部長 

平成３年７月 当社住宅本部法人営業部長 

平成５年10月 当社ＳＤ事業部長 

平成10年４月 当社首都圏本部企画第一部長 

平成12年４月 当社首都圏企画事業部長 

平成12年６月 当社取締役 

平成16年６月 当社常務取締役 

平成17年４月 当社首都圏事業本部長 

平成17年４月 当社首都圏事業本部管理部担当 

平成18年４月 当社専務取締役 

平成19年４月 当社取締役（現任） 

平成19年４月 藤和不動産流通サービス株式会社代表取

締役社長（現任） 

平成19年４月 当社首都圏事業本部長アドバイザー（現

任） 

(注)2 67 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役   石橋 享司 昭和24年４月19日生

昭和48年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成３年４月 当社住宅本部東京支店第一営業部長 

平成４年３月 当社住宅本部東京支店副支店長 

平成５年１月 当社住宅本部東京西支店長 

平成９年６月 当社取締役 

平成14年６月 当社常務取締役 

平成17年４月 当社取締役（現任） 

平成17年４月 藤和コミュニティ株式会社代表取締役社

長（現任）（現 三菱地所藤和コミュニ

ティ株式会社） 

(注)2 14 

取締役 

首都圏事業

本部第一事

業部長 

中村 桂吾 昭和30年１月11日生

昭和55年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成９年４月 当社大阪支店第一営業部長 

平成11年４月 当社大阪支店企画部長 

平成15年４月 当社大阪支店副支店長 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

平成18年４月 当社首都圏事業本部都市開発事業部長 

平成18年４月 当社首都圏事業本部都市開発事業部都市

再開発部長 

平成19年４月 当社首都圏事業本部第一事業部長（現

任） 

(注)2 5 

取締役 

首都圏事業

本部第二事

業部長 

首都圏事業

本部第二事

業部企画第

二部長 

栢森 靖 昭和31年８月１日生

昭和54年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成８年９月 当社横浜支店三島営業所長 

平成12年４月 当社首都圏企画事業部企画第三部長 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

平成17年４月 当社首都圏事業本部企画事業部長 

平成19年４月 当社首都圏事業本部第二事業部長（現

任） 

平成19年４月 当社首都圏事業本部第二事業部企画第二

部長（現任） 

(注)2 66 

取締役 経理部長 鈴江 豊之 昭和27年11月23日生

昭和54年12月 藤和不動産株式会社入社 

平成７年４月 当社企画本部関連事業部長 

平成11年４月 当社経営企画室部長 

平成12年10月 当社資産運用部ハイランドゴルフクラブ

営業室長 

平成14年４月 当社経営企画室部長 

平成15年６月 当社経理部長（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

(注)2 9 

取締役 

西日本事業

本部大阪支

店長 

長谷川 良裕 昭和31年７月27日生

昭和56年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成11年４月 当社大阪支店営業第一部長 

平成12年10月 当社大阪支店営業第一部長兼法人営業部

長 

平成15年４月 当社事業戦略部長 

平成18年４月 当社西日本事業本部大阪支店長（現任） 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

(注)2 5 

監査役 

（常勤） 
  藤井 欣輝 昭和21年９月17日生

昭和44年４月 藤和不動産株式会社入社 

平成元年４月 当社横浜支店第一営業部横浜西口営業所

長 

平成７年６月 当社総務部長 

平成11年４月 当社監査室長 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注)3 17 

 



 （注） １．監査役三沢清、杉江信夫ならびに西本恭彦の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

２．平成19年６月の株主総会における選任後、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとなっています。 

３．平成19年６月の株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとなっています。 

４．平成17年６月の株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとなっています。 

５．平成16年６月の株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとなっています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  三沢 清 昭和19年４月９日生

昭和38年４月 三菱地所株式会社入社 

平成12年４月 同社監査室長 

平成16年４月 三菱地所ホーム株式会社常勤監査役 

平成16年６月 三菱地所投資顧問株式会社監査役（現

任） 

平成17年６月 藤和不動産株式会社常勤監査役（現任） 

(注)4 ― 

監査役 

（常勤） 
  杉江 信夫 昭和25年４月23日生

昭和48年４月 株式会社東海銀行入行（現 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行） 

平成７年５月 同行法務部長 

平成10年２月 同行横浜支店長 

平成11年６月 同行検査部長 

平成12年６月 同行常勤監査役 

平成13年４月 株式会社ＵＦＪホールディングス常勤監

査役（現 株式会社三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ） 

平成14年６月 ＵＦＪ信託銀行株式会社監査役（現 三

菱ＵＦＪ信託銀行株式会社） 

平成15年６月 株式会社ＵＦＪ銀行監査役（現 株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

平成17年６月 藤和不動産株式会社常勤監査役（現任） 

(注)4 ― 

監査役   西本 恭彦 昭和21年11月22日生

昭和52年６月 弁護士登録 

昭和60年４月 東京経済法律事務所開設 

平成14年４月 新生綜合法律事務所へ改称（現任） 

平成16年６月 藤和不動産株式会社監査役（現任） 

平成16年６月 佐世保重工業株式会社監査役（現任） 

平成17年６月 株式会社アゼル監査役（現任） 

平成17年６月 藍澤證券株式会社監査役（現任） 

平成19年３月 株式会社タムロン監査役（現任） 

(注)5 ― 

        計   316 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の透明性・健全性・効率性の確保の観点から、株主の皆様をはじめとしたステークホルダーの皆様の

信頼にお答えするため、そして社会に貢献していく企業を目指して、コーポレート・ガバナンスの整備・充実に取り

組んでおります。また、株主や投資家の皆様への企業情報開示につきまして、積極的なＩＲ活動の強化に取り組んで

まいります。 

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（１）業務執行・経営の監視・内部統制の仕組み 

当社は、内部統制システムの構築・運用が重要な経営課題と認識しており、平成18年5月の会社法施行に伴い、

取締役会において、内部統制システムの構築に関する基本方針について決議し、構築された内部統制システムが適

切に運用されているか、取締役会において監督し、必要に応じシステムの見直しを行っております。なお、決議さ

れた内部統制システムの構築に関する基本方針に基づく経営組織の概要は、次のとおりであります。 

①取締役会 

取締役会は、原則として毎月１回以上開催し、重要な業務執行を決定しております。 

取締役数は平成19年３月31日現在で12名(社内12名)であり、充分な議論のうえに的確な意思決定を行なうこと

ができる構成となっております。なお、当社の取締役は25名以内とする旨定款に定めております。 

②監査役会 

監査役は社外監査役３名を含め４名であり、取締役会や経営会議などの重要な会議に出席するほか、当社の監

査を積極的に実施し、その業務執行の適法性、妥当性に関するチェックを行なうなど、監査体制の充実を図って

おります。 

③経営会議 

役付取締役を中心に構成する経営会議を原則週１回開催し、経営トップが業務執行にあたって的確かつ迅速な

対応ができるよう、必要な答申を行なっております。 

④内部監査及び監査役監査、経営監査の状況 

当社は、内部統制の有効性を確保する観点から内部監査室(3名)を設置し、監査役監査との連携をとりながら

業務監査を計画的に実施し、監査結果を経営トップへ報告するとともに業務の改善指導を行なう体制を整備して

おります。 

当社は、法令に基づく会計監査を実施しており、当社からの適正な情報提供により東陽監査法人が監査業務を



執行しております。また、監査役会は、監査の実効性を高めるため、同監査法人と定期的に意見交換を行なっ

ております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

※業務執行社員 赤井則夫の継続監査年数が14年、吉田正史の継続監査年数は4年、浅山英夫の継続監査年数

は1年であります。 

監査業務に関わる補助者の構成 

公認会計士４名 会計士補等２名 

⑤グループ経営方針会議 

当社は期初に藤和不動産グループの役職員を集め、当年度のグループ方針の周知・徹底、連携強化を図ってお

ります。 

⑥コンプライアンスの徹底 

当社は法令遵守の徹底を図るために、法務部を設置し、法務、税務全般に関する社員への教育、指導を強化し

ております。また、「コンプライアンス委員会」の設置と「コンプライアンス規程」を制定し、役職員の教育、

研修を通じ指導しております。また、「リスク管理規程」を制定し、「リスク管理委員会」を設置して会長・社

長のもとにリスク管理体制を構築しております。 

（２）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社は、現在のところ、社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役に関して特記すべき事項はございま

せん。 

（３）役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬および監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

です。 

  役員報酬：                       監査報酬： 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

業務執行社員 赤井則夫 東陽監査法人 

業務執行社員 吉田正史 東陽監査法人 

業務執行社員 浅山英夫 東陽監査法人 

  取締役に支払った報酬 135百万円  
公認会計士法第２条第１

項の業務に係る報酬 
30百万円

  監査役に支払った報酬 37百万円    

  計 172百万円  
※上記以外の業務に基づく報酬はご

ざいません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第51期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第52期

（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）および第51期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）ならびに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）および第52期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表および財務諸

表について、東陽監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     93,890     55,750  

２．受取手形及び営業未収入金     2,046     685  

３．販売用不動産 ※１   103,346     135,380  

４．その他のたな卸資産     87     158  

５．繰延税金資産     9,167     7,681  

６．その他     8,964     11,601  

貸倒引当金     △36     △47  

流動資産合計     217,466 82.3   211,209 84.3 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 16,074     14,195    

減価償却累計額   9,813 6,261   8,785 5,409  

(2）機械装置及び運搬具 ※３ 2,758     2,670    

減価償却累計額   2,367 391   2,291 379  

(3）器具備品   1,286     1,391    

減価償却累計額   973 312   1,045 345  

(4）土地 ※４   28,682     28,479  

(5）建設仮勘定     6     5  

有形固定資産合計     35,655 13.5   34,618 13.8 

２．無形固定資産              

(1）借地権 ※５   44     44  

(2）その他     142     111  

無形固定資産合計     186 0.1   155 0.1 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※６   1,169     746  

(2）長期貸付金     151     144  

(3）破産債権・更生債権その他こ
れらに準ずる債権 

    753     753  

(4）差入保証金     9,452     4,003  

(5）繰延税金資産     116     24  

(6）その他     104     100  

貸倒引当金     △824     △1,247  

投資その他の資産合計     10,925 4.1   4,525 1.8 

固定資産合計     46,767 17.7   39,299 15.7 

資産合計     264,234 100.0   250,509 100.0 
       

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び営業未払金 ※７   35,688     37,397  

２．短期借入金 ※８   72,873     43,827  

３. コマーシャルペーパー     16,500     ―  

４．未払法人税等     153     182  

５．未払消費税等     45     21  

６．前受金     8,005     18,990  

７．預り金     3,109     4,537  

８．賞与引当金     504     610  

９．その他     3,615     3,182  

流動負債合計     140,496 53.2   108,749 43.4 

Ⅱ 固定負債              

  １. 社債     10,000     10,000  

２．長期借入金 ※９   86,795     94,922  

３．預り保証金     2,290     1,940  

４．退職給付引当金     1,615     1,597  

５．連結調整勘定     233     ―  

６．負ののれん     ―     118  

７．その他     1     1  

固定負債合計     100,936 38.2   108,580 43.4 

負債合計     241,432 91.4   217,329 86.8 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※10   12,641 4.8   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     22,655 8.6   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     △12,581 △4.8   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     114 0.0   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※11   △29 △0.0   ― ― 

資本合計     22,801 8.6   ― ― 

負債、少数株主持分及び資本合計     264,234 100.0   ― ― 
      

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     ― ―   12,641 5.0 

２．資本剰余金     ― ―   9,501 3.8 

３．利益剰余金     ― ―   11,019 4.4 

４．自己株式     ― ―   △40 △0.0 

株主資本合計     ― ―   33,121 13.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差額金     ― ―   57 0.0 

評価・換算差額等合計     ― ―   57 0.0 

純資産合計     ― ―   33,179 13.2 

負債純資産合計     ― ―   250,509 100.0 
       



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収入     150,105 100.0   143,809 100.0 

Ⅱ 営業原価     113,207 75.4   106,412 74.0 

売上総利益     36,897 24.6   37,397 26.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売費 ※１ 17,075     15,419     

２．一般管理費 ※１ 3,400 20,476 13.7 3,633 19,053 13.2 

営業利益     16,421 10.9   18,343 12.8 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   31     20    

２．受取配当金   3     417    

３．為替差益   0     ―    

４．連結調整勘定償却   115     ―    

５．負ののれん償却   ―     115    

６．持分法による投資利益   ―     418    

７．雑収入   121 271 0.2 109 1,081 0.7 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   2,424     2,821    

２. シンジケートローン関連費
用 

  1,442     294    

３．雑損失   194 4,060 2.7 147 3,263 2.3 

経常利益     12,632 8.4   16,161 11.2 

Ⅵ 特別利益              

１．前期損益修正益   272     60    

２．投資有価証券売却益   227     53    

３．その他の特別利益   41 540 0.4 40 154 0.1 

Ⅶ 特別損失              

１．前期損益修正損   40     18    

２．固定資産除却損 ※２ 255     9    

３．ゴルフ会員権評価損   123     ―    

４．貸倒引当金繰入額   ―     444    

５．販売用不動産評価損 ※３ 138     15    

６．減損損失 ※４ ―     1,429    

７．サブリース解約等損失   ―     654    

８．その他の特別損失   301 859 0.6 102 2,676 1.8 

税金等調整前当期純利益     12,313 8.2   13,640 9.5 

法人税、住民税及び事業税   32     134    

法人税等調整額   △997 △965 △0.6 1,619 1,754 1.2 

当期純利益     13,279 8.8   11,885 8.3 

      



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     27,459

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株式の発
行 

  ―  

２．自己株式処分差益   0   

３．資本金取崩額   17,400 17,400 

Ⅲ 資本剰余金減少高       

１．資本準備金取崩額   22,204 22,204 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     22,655 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △48,064 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．当期純利益   13,279   

２．資本準備金取崩額   22,204   

３．連結子会社増減に伴う
増加高 

  ― 35,483 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．当期純損失   ― ― 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △12,581 



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年 4月 1日 至平成19年 3月31日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会の決議に基づく項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年 3月31日 残高 

（百万円） 
12,641 22,655 △12,581 △29 22,686 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     （注）   △1,543     △1,543 

その他資本剰余金取崩 （注）   △11,456 11,456   ─ 

利益準備金繰入    （注）   △154 154   ─ 

当期純利益     11,885   11,885 

自己株式処分差益   0     0 

自己株式の取得       △11 △11 

自己株式の処分       0 0 

持分変動差額     103   103 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
─ △13,154 23,600 △11 10,435 

平成19年 3月31日 残高 

（百万円） 
12,641 9,501 11,019 △40 33,121 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年 3月31日 残高 

（百万円） 
114 114 22,801 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     （注）     △1,543 

その他資本剰余金取崩 （注）     ─ 

利益準備金繰入    （注）     ─ 

当期純利益     11,885 

自己株式処分差益     0 

自己株式の取得     △11 

自己株式の処分     0 

持分変動差額     103 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△57 △57 △57 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△57 △57 10,378 

平成19年 3月31日 残高 

（百万円） 
57 57 33,179 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      
税金等調整前当期純利益   12,313 13,640 

減価償却費   545 452 

減損損失   ― 1,429 

貸倒引当金の増減額（△は減少）   25 434 

退職給付引当金の増減額（△は減少）   △124 △17 

受取利息及び受取配当金   △35 △438 

支払利息   2,424 2,821 

為替差損益（△は差益）   △0 ― 

持分法投資損益   ― △418 

投資有価証券売却損益（△は利益）   △227 △53 

固定資産除却損   98 8 

固定資産売却損益（△は利益）   △13 △12 

販売用不動産評価損   138 15 

ゴルフ会員権評価損   77 ― 

サブリース解約等損失   ― 654 

売上債権の増減額（△は増加）   1,570 1,360 

販売用不動産の増減額（△は増加）   △24,692 △32,636 

仕入債務の増減額（△は減少）   △4,719 1,217 

前受金の増減額（△は減少）   2,311 10,984 

預り金の増減額（△は減少）   △5,795 1,428 

営業立替金の増減額（△は増加）   1,032 △760 

差入保証金の増減額（△は増加）   1,639 4,794 

預り保証金の増減額（△は減少）   39 △350 

その他   △1,673 △1,371 

小計   △15,064 3,183 

利息及び配当金の受取額   35 441 

利息の支払額   △2,289 △2,861 

法人税等の支払額   △93 △29 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △17,411 733 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      
投資有価証券の取得による支出   △10 ― 

投資有価証券の売却による収入   247 901 

有形無形固定資産の取得による支出   △816 △1,099 

有形無形固定資産の売却による収入   78 285 

貸付金の貸付による支出   △61 △56 

貸付金の回収による収入   3,520 63 

その他   51 5 

投資活動によるキャッシュ・フロー   3,010 100 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      
短期借入金の増減額（△は減少）   3,778 △27,720 

長期借入金による収入   125,004 97,125 

長期借入金の返済による支出   △66,324 △106,823 

配当金の支払による支出   ― △1,543 

社債の発行による収入   9,942 ― 

その他   △11 △10 

財務活動によるキャッシュ・フロー   72,390 △38,973 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   57,989 △38,138 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   35,899 93,888 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   93,888 55,749 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数４社 (1）連結子会社の数４社 

  前連結会計年度において連結子会社

であった㈱エス・ディー・マネジメ

ントは当社が吸収合併しておりま

す。 

なお、吸収合併までの損益は連結損

益計算書に連結しております。 

主要な連結子会社名は、「第１企業

の概況 ４．関係会社の状況」に記

載しているため、省略いたしまし

た。 

  

  主要な連結子会社名は、「第１企業

の概況 ４．関係会社の状況」に記

載しているため、省略いたしまし

た。 

  

  (2）非連結子会社の数 

なし 

(2）非連結子会社の数 

なし 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社の数１社 

  

主要な持分法適用会社 

藤和コミュニティ㈱ 

(1）持分法適用会社の数１社 

  

主要な持分法適用会社 

三菱地所藤和コミュニティ㈱ 

  (2）持分法非適用会社の数 

なし 

(2）持分法非適用会社の数 

なし 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社藤和那須リゾート㈱の決算日

は12月31日であり、連結財務諸表の作成

にあたっては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。ま

た、連結子会社エフ・ティー都市開発㈱

の決算日は12月31日でありますが、連結

財務諸表の作成にあたっては３月31日の

仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

① 販売用不動産 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

  ② その他のたな卸資産 

個別法による原価法または 終仕

入原価法 

 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法は定率

法、賃貸用ビルおよび施設のサービスを

提供する目的で保有する固定資産につい

ては定額法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

有形固定資産の減価償却の方法は定率

法、賃貸用ビルおよび施設のサービスを

提供する目的で保有する固定資産につい

ては定額法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～20年

建物及び構築物 ２年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～20年

  無形固定資産の償却方法は定額法を採用

しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

無形固定資産の償却方法は定額法を採用

しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

(3）繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1）社債発行費 

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当

連結会計年度負担分を計上しており

ます。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費

用計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引は特例処理の要

件を満しているため特例処理によっ

ております。 

────── 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利長期借入金取

引 

 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、長期的にみて金利の上昇

が予想されることから、金利変動リ

スクを相殺し固定化するヘッジを行

うこととしております。 

 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時およびその

後も継続して、金利上昇リスクを相

殺するものと想定することができる

ため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

 

(7）その他の連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。また 

控除対象外消費税等は一般管理費

（租税公課・交際費）ならびに投資

その他の資産のその他（繰延消費税

等）に計上し、繰延消費税等につい

ては法人税法に定める期間により償

却しております。 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

────── のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行って

おります。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金および容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は33,179百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10

号）を適用しております。 

 なお、当社は当連結会計年度において、当社グループ

内におけるリゾート事業を集約し、効率化を図るため当

社のリゾート事業を会社分割し、連結子会社藤和那須リ

ゾート株式会社に承継しておりますが、損益への影響額

はございません。 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその

事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の内容の概要 

（1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその

事業の内容 

藤和那須リゾート株式会社 リゾート事業（内容：別荘

地管理運営事業の一部） 

（2）企業結合の法的形式 

共通支配下の取引及び営業譲渡 

（3）結合後企業の名称 

変更ありません。 

（4）取引の目的を含む取引の内容 

グループ内におけるリゾート事業を集約し、効率化を図

るため。 

２．実施した会計処理の概要 

（1）移転損益は発生しておりません。 

（2）のれんは発生しておりません。 

（3）取得原価のうち研究開発費等はございません。 

（4）移転した事業に係る資産は適正な帳簿価額によって

おります。 

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

（1）取得原価 

取得の対価 藤和那須リゾート株式会社の株式 4,680百

万円 

 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （2）株式取得の対価 

（仲介・販売代理に関する収益計上基準） 

 仲介・販売代理に関する収益計上基準については、従

来、対象不動産の売買契約時に収益を計上しておりました

が、不動産の仲介・販売代理業務については、当事者間の

契約成立から取引完了までの責任を負うという観点から、

収益をより適正に計上し、財政状態をより適正に表示する

ため、当連結会計年度において仲介・販売代理対象不動産

の引渡しが完了したときに収益を計上する方法に変更いた

しました。 

この変更により営業収入は474百万円、営業利益・経常利

益・税金等調整前当期純利益は320百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える影響は、該当箇所に記

載しております。 

  （百万円）

販売用不動産 3,201 

 その他の流動資産 275 

 建物及び構築物 1,128 

 その他の固定資産 74 

合計 4,680 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表関係）  ────── 「連結調整勘定」は、当連結会計年度か

ら「負ののれん」として表示しておりま

す。 

（連結損益計算書関係）  ────── 「連結調整勘定償却」は、当連結会計年

度から「負ののれん償却」として表示し

ております。 

（連結キャッシュ・フロー計

算書関係） 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表

示しておりました「預り金の増減額」は

当連結会計年度において重要度が増した

ため、区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度における「預り金

の増減額」は1,560百万円の支払でありま

す。 

 ────── 

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

１．非連結子会社および関連

会社株式 

    百万円

※６． 投資有価証券（株式） 0

    百万円

※６． 投資有価証券（株式） 524

２．短期借入金、長期借入金

に対する担保資産 

    百万円

※１． 販売用不動産 59,992

※２． 建物及び構築物 3,010

※３． 機械装置及び運搬具 1

※４． 土地 28,386

※５． 借地権 31

※６． 投資有価証券 201

  計 91,624

    百万円

※１． 販売用不動産 84,181

※２． 建物及び構築物 3,217

※３． 機械装置及び運搬具 1

※４． 土地 28,412

※５． 借地権 31

※６． 投資有価証券 163

  計 116,007

３．担保付借入金     百万円

※８． 短期借入金 61,300

※９． 長期借入金 86,466

  計 147,766

    百万円

※８． 短期借入金 41,649

※９． 長期借入金 92,522

  計 134,171

４．保証債務 

(1）ゴルフローンの連帯保
証債務 

(2）提携つなぎローンの連
帯保証債務 

(3）顧客住宅ローンの連帯
保証債務 

(4）提携ローン登記終了ま
での連帯保証債務 

(5）共同事業相手先の手付
金等の保全に関する連
帯保証債務 

    百万円

    444

    864

    214

    36,290

    70

  計 37,884

    百万円

    328

    5,720

    186

    10,978

    ―

  計 17,214

５．連結会計年度末日満期手

形 

────── 連結会計年度末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理

をしております。なお、当連結会計年度

の末日は金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。 

百万円 

※７． 支払手形 253

６．発行済株式総数 ※10． 普通株式 111,258,791株

  優先株式 70,000,000株

────── 

７．自己株式の保有数 ※11． 普通株式 158,407株 ────── 



（連結損益計算書関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．販売費及び一般管理費の

主要な費目 ※１ 

販売費及び一般管理費の主要な費目は次

のとおりであります。 

販売費及び一般管理費の主要な費目は次

のとおりであります。 

  (1）販売費 百万円

広告宣伝費 6,392

給与手当 4,064

事務用消耗品費 1,942

賞与引当金繰入額 442

退職給付費用 481

(1）販売費 百万円

広告宣伝費 4,992

給与手当 4,600

事務用消耗品費 1,512

賞与引当金繰入額 538

退職給付費用 461

  (2）一般管理費 百万円

給与手当 565

事務用消耗品費 588

租税公課 641

賞与引当金繰入額 62

退職給付費用 170

貸倒引当金繰入額 0

(2）一般管理費 百万円

給与手当 646

事務用消耗品費 581

租税公課 622

賞与引当金繰入額 71

退職給付費用 180

貸倒引当金繰入額 0

２．固定資産除却損の内訳 

※２ 

  百万円

建物除却損 46

構築物除却損 165

器具備品除却損 28

その他 14

計 255

  百万円

建物除却損 8

構築物除却損 ―

器具備品除却損 0

その他 0

計 9

３．販売用不動産評価損の内

訳 ※３ 

  百万円

販売用不動産評価損 138

────── 

４．減損損失の内訳 

※４ 

────── 当連結会計年度において、当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

当社は、他の資産または資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す 小単位に

拠って資産のグループ化を行いました。

なお、本社ビル等は共用資産としており

ます。 

場所 主な用途 種類 

栃木県那須郡

水道事業用資

産 

（１件） 

土地 

建物・構築物

等 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    当連結会計年度において、従来、水道事

業用資産については遊園地施設等と一体

を成すものとして評価しておりました

が、新事業計画の1つである那須事業の将

来的分離を遂行するうえで、下期におい

て水道事業用資産を単独で切り離すこと

も視野に入れ、評価の見直しを行なった

ことにより、減損損失1,429百万円を特別

損失に計上いたしました。その内訳は、

土地79百万円、建物・構築物1,285百万

円、その他63百万円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は

正味売却価額により測定しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は次の通りであります。 

単元未満株式の買取による増加 17,765株 

減少数の内訳は次の通りであります。 

単元未満株式の売渡による減少  1,172株 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

普通株式 111,258,791 ─ ─ 111,258,791 

Ａ種優先株式 8,333,000 ─ ─ 8,333,000 

Ｂ種優先株式 8,333,000 ─ ─ 8,333,000 

Ｃ種優先株式 16,667,000 ─ ─ 16,667,000 

Ｄ種優先株式 16,667,000 ─ ─ 16,667,000 

Ｅ種優先株式 20,000,000 ─ ─ 20,000,000 

合計 181,258,791 ─ ─ 181,258,791 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

普通株式 158,407 17,765 1,172 175,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
Ａ種優先株式 55 6.62 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
Ｂ種優先株式 55 6.62 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
Ｃ種優先株式 110 6.62 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
Ｄ種優先株式 110 6.62 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
Ｅ種優先株式 1,212 60.62 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

計   1,543       

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 333 利益剰余金 3.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
Ａ種優先株式 67 利益剰余金 8.05 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
Ｂ種優先株式 67 利益剰余金 8.05 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
Ｃ種優先株式 134 利益剰余金 8.05 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
Ｄ種優先株式 134 利益剰余金 8.05 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
Ｅ種優先株式 1,241 利益剰余金 62.05 平成19年3月31日 平成19年6月29日

計   1,976         



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の

金額との関係 

  百万円

（平成18年３月31日現在）  

現金及び預金勘定 93,890

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
△2

現金及び現金同等物 93,888

  百万円

（平成19年３月31日現在）  

現金及び預金勘定 55,750

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
△0

現金及び現金同等物 55,749

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

    車輌 
運搬具  器具備品 機械装置  計 

    百万円  百万円  百万円  百万円

取得価額 

相当額 

 
55   314   ―  369 

減価償却累

計額相当額 

 
29   98   ―  127 

期末残高 

相当額 

 
25   215   ―  241 

    車輌 
運搬具  器具備品  機械装置   計 

    百万円  百万円  百万円  百万円

取得価額 

相当額 

 
46   290   155   492 

減価償却累

計額相当額

 
22   128   12   163 

期末残高 

相当額 

 
24   162   142   328 

  (2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内   88百万円

１年超   153百万円

計   241百万円

１年以内   111百万円

１年超   217百万円

計   328百万円

  なお、取得価額相当額および未経過リ

ース料期末残高相当額は、重要性が乏

しいため利息相当額の合理的な見積額

を控除しない方法によっております。 

同左 

  (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

  支払リース料   86百万円

減価償却費相当額   86百万円

支払リース料   102百万円

減価償却費相当額   102百万円

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

２．オペレーティング・

リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

１年以内   418百万円

１年超   1,854百万円

計   2,273百万円

未経過リース料 

１年以内   70百万円

１年超   301百万円

計   372百万円



（有価証券関係） 

有価証券 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 ※ 投資その他の資産の「差入保証金」に計上しております。 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの      

(1）国債・地方債等 ※   9 10 0 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 9 10 0 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの      

(1）国債・地方債等 ※   7 7 ― 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 7 7 ― 

合計 16 17 0 



(2）その他有価証券で時価のあるもの 

(3）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

(4）時価評価されていない主な「有価証券」（上記 (1）を除く）の内容および連結貸借対照表計上額 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるも

の 
     

(1）株式 219 413 193 

(2）債券 ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 219 413 193 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの 
     

(1）株式 ― ― ― 

(2）債券 ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 219 413 193 

種類 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場外国債券 ― 

(2）その他有価証券  

非上場株式 56 

出資金 700 

非上場外国債券 ― 



(5）その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算後における償還予定額 

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 ※ 投資その他の資産の「差入保証金」に計上しております。 

区分 １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

(1）債券        

国債・地方債 9 ― ― ― 

社債 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

(2）その他 ― ― ― ― 

合計 9 ― ― ― 

種類 

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの      

(1）国債・地方債等 ― ― ― 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの      

(1）国債・地方債等 ※    7 7 ― 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 7 7 ― 

合計 7 7 ― 



(2）その他有価証券で時価のあるもの 

(3）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

(4）時価評価されていない主な「有価証券」（上記 (1）を除く）の内容および連結貸借対照表計上額 

種類 

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるも

の 
     

(1）株式 72 165 93 

(2）債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 72 165 93 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの 
     

(1）株式 ― ― ― 

(2）債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 72 165 93 

種類 
当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場外国債券 ― 

(2）その他有価証券  

非上場株式 56 

非上場外国債券 ― 



(5）その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算後における償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

(1）取引の状況に関する事項 

(2）取引の時価等に関する事項 

次へ 

区分 １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

(1）債券        

国債・地方債 ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

(2）その他 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、当連結会計年度の期中において、デリバティブ

取引のうち金利スワップ取引のみを行っておりました

が、期末現在残高はありません。 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度

として、厚生年金基金制度および退職一時金制度を

設けております。また、従業員の退職等に際して割

増退職金を支払う場合があります。 

 当社および国内連結子会社は、厚生年金基金の代

行部分について、平成15年３月14日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けております。 

  また、厚生年金基金の超過部分は平成17年１月１

日よりキャッシュバランスプラン（確定給付企業年

金）に移行しております。 

同左 

  

  

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △4,136百万円

年金資産 2,723百万円

未積立退職給付債務 △1,413百万円

会計基準変更時差異の未処理額 1,535百万円

未認識過去勤務債務（債務の減額） △81百万円

未認識数理計算上の差異 △1,655百万円

連結貸借対照表計上額純額 △1,615百万円

前払年金費用 ―百万円

退職給付引当金 △1,615百万円

退職給付債務 △4,341百万円

年金資産 3,086百万円

未積立退職給付債務 △1,254百万円

会計基準変更時差異の未処理額 1,364百万円

未認識過去勤務債務（債務の減額） △67百万円

未認識数理計算上の差異 △1,640百万円

連結貸借対照表計上額純額 △1,597百万円

前払年金費用 ―百万円

退職給付引当金 △1,597百万円

   

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

勤務費用 263百万円

利息費用 107百万円

期待運用収益 △65百万円

会計基準変更時差異の費用処理額 170百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △196百万円

過去勤務債務の費用処理額 △14百万円

退職給付費用 265百万円

勤務費用 306百万円

利息費用 103百万円

期待運用収益 △68百万円

会計基準変更時差異の費用処理額 170百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △214百万円

過去勤務債務の費用処理額 △14百万円

退職給付費用 284百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の額の処理年数 10年

数理計算上の差異の処理年数 10年

会計基準変更時差異の処理年数 15年

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の額の処理年数  10年

数理計算上の差異の処理年数  10年

会計基準変更時差異の処理年数  15年



（税効果会計関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産    

販売用不動産評価損 9,641百万円

固定資産評価損 3,769百万円

減損損失 9,490百万円

貸倒引当金 429百万円

賞与引当金 205百万円

退職給付引当金 630百万円

税務上の繰越欠損金 5,623百万円

その他 791百万円

繰延税金資産小計 30,581百万円

評価性引当額 △21,218百万円

繰延税金資産合計 9,363百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差
額金 

△78百万円

繰延税金負債合計 △78百万円

繰延税金資産の純額 9,284百万円

繰延税金資産    

販売用不動産評価損 4,886百万円

固定資産評価損 3,221百万円

減損損失 10,070百万円

貸倒引当金 862百万円

賞与引当金 248百万円

退職給付引当金 624百万円

税務上の繰越欠損金 5,047百万円

その他 693百万円

繰延税金資産小計 25,654百万円

評価性引当額 △17,910百万円

繰延税金資産合計 7,744百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差
額金 

△37百万円

繰延税金負債合計 △37百万円

繰延税金資産の純額 7,706百万円

  （注）当連結会計年度における繰延税金

資産の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

（注）当連結会計年度における繰延税金

資産の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

  流動資産―繰延税金資産 9,167百万円

固定資産―繰延税金資産 116百万円

流動資産―繰延税金資産 7,681百万円

固定資産―繰延税金資産 24百万円

(2）法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異

の原因となった主要な項

目別の内訳 

国内の法定実効税率 40.69％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.52％

住民税均等割 0.23％

評価性引当額 △49.21％

その他 △0.07％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

△7.84％

国内の法定実効税率 40.69％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.61％

住民税均等割 0.21％

評価性引当額 △28.77％

その他 0.12％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

12.86％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容を勘案して、分類しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産販売……………中高層住宅および宅地等の分譲 

仲   介……………不動産の売買仲介および賃貸斡旋 

そ の 他……………オフィスビル等の賃貸およびレジャー施設の運営等 

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は93,722百万円であり、

主に連結財務諸表提出会社の現金・預金および投資有価証券であります。 

５．事業の種類別セグメント区分の表示の組替え 

 賃貸事業からの撤退および管理事業を営んでいた藤和コミュニティ株式会社が持株の一部売却により持分

法適用会社になったことに伴い、「不動産賃貸・管理事業」の重要性がなくなったため「その他事業」に含

めて表示し、また、重要性の高くなった「仲介事業」を区分掲記しております。 

 なお、「仲介事業」の前連結会計年度における売上高は4,115百万円、営業利益は2,266百万円でありま

す。 

 また、当連結会計期間の「不動産賃貸・管理事業」の売上高は4,210百万円、営業利益は△187百万円であ

ります。 

 
不動産販売
事業 
（百万円） 

仲介事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 136,809 4,553 8,741 150,105 ― 150,105 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― 298 1 300 (300) ― 

計 136,809 4,852 8,743 150,405 (300) 150,105 

営業費用 122,858 3,324 7,788 133,971 (287) 133,684 

営業利益 13,950 1,528 955 16,433 (12) 16,421 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
           

資産 112,624 280 57,606 170,511 93,722 264,234 

減価償却費 181 1 363 545 ― 545 

資本的支出 29 0 786 816 ― 816 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容を勘案して、分類しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産販売……………中高層住宅および宅地等の分譲 

仲   介……………不動産の売買仲介および賃貸斡旋 

そ の 他……………オフィスビル等の賃貸およびレジャー施設の運営等 

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は54,580百万円であり、

主に連結財務諸表提出会社の現金・預金および投資有価証券であります。 

５．仲介・販売代理に関する収益計上基準の変更 

 仲介・販売代理に関する収益計上基準については、従来、対象不動産の売買契約時に収益を計上しており

ましたが、不動産の仲介・販売代理業務については、当事者間の契約成立から取引完了までの責任を負うと

いう観点から、収益をより適正に計上し、財政状態をより適正に表示するため、当連結会計年度において仲

介・販売代理対象不動産の引渡しが完了したときに収益を計上する方法に変更いたしました。 

  この変更により仲介事業における営業収入は474百万円、営業利益は320百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月

１日 至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）および当連結会計年度（平成18年４月１日

から平成19年３月31日まで）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないた

め、該当事項はございません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当連結会計年度（自 平成18年４月

１日 至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）および当連結会計年度（平成18年４月１日

から平成19年３月31日まで）において、海外売上高がないため該当事項はございません。 

 
不動産販売
事業 
（百万円） 

仲介事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 131,418 4,239 8,151 143,809 ― 143,809 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― 163 21 185 (185) ― 

計 131,418 4,403 8,173 143,995 (185) 143,809 

営業費用 115,398 3,233 7,117 125,749 (282) 125,466 

営業利益 16,020 1,170 1,055 18,246 97 18,343 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
           

資産 169,744 40 26,143 195,928 54,580 250,509 

減価償却費 168 ― 283 452 ― 452 

減損損失 ― ― 1,429 1,429 ― 1,429 

資本的支出 484 ― 614 1,099 ― 1,099 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

 なお、上記取引にかかる取引条件については、一般の取引と同様に市場価格を勘案して交渉のうえ決定してお

ります。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当する取引はありません。 

(3）子会社等 

 藤和コミュニティ株式会社との間に重要な取引がないため、記載を省略しております。 

(4）兄弟会社等 

 三菱地所住宅販売株式会社および株式会社三菱地所設計との間に重要な取引がないため、記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

 なお、上記取引にかかる取引条件については、一般の取引と同様に市場価格を勘案して交渉のうえ決定してお

ります。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

 なお、上記取引にかかる取引条件については、一般の取引と同様に市場価格を参考に決定しております。 

(3）子会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しております。 

(4）兄弟会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しております。 

（企業結合等関係） 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 内容につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項の変更」に記載のとおりであります。 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 

関係会社 

三菱地所 

株式会社 

東京都 

千代田区 
129,736 

オフィスビ
ル・商業施
設の開発、
賃貸、管理
マンショ
ン・建売住
宅等の建
設、販売 

直接

33.6％ 
─ 

マンシ
ョン販
売・管
理・仲
介業務
におけ
る提携 

不動産の購入 90 ─ ─ 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他の 

関係会社 

三菱地所

株式会社 

東京都 

千代田区 
136,534 

オフィスビ
ル・商業施
設の開発、
賃貸、管理
マンショ
ン・建売住
宅等の建
設、販売 

直接

33.6％ 
─ 

マンシ
ョン販
売・管
理・仲
介業務
におけ
る提携 

不動産の購入 325 ─  ─ 

属性 氏名 住所 
資本金 
(百万円) 

職業 
議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 菅原靖彦 ─ ─ 当社取締役 
直接 

0.1％ 
─ ─ 

当社分譲マン

ションの販売 
38 ─ ─ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．１株当たり純資産額    △186円70銭    △94円20銭 

２．１株当たり当期純利益金額    105円62銭       92円20銭 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

   50円28銭      45円01銭 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額     

当期末純資産額（百万円） ― 33,179 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 43,643 

当期末発行済優先株式総発行価額（百万円） ― 42,000 

優先株式配当額（百万円） ― 1,643 

普通株式の当期末発行済株式数（千株） ― 111,083 

      

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（百万円） 13,279 11,885 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,543 1,643 

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 11,736 10,242 

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,112 111,091 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 153,007 153,007 

（うち優先株式）（千株） (153,007) (153,007) 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── １．平成19年５月17日開催の取締役会決議に基づき、下記

条件の無担保普通社債を発行いたしました。 
  
 第２回普通社債 

 ① 発行会社  藤和不動産株式会社 

 ② 発行総額  10,000百万円  

 ③ 発行価額  額面金額の100.0％ 

  ④ 利率    年2.29％  

  ⑤ 払込期日  平成19年６月26日  

 ⑥ 償還期限  平成22年６月25日  

 ⑦ 資金の使途 運転資金 
  

 第３回普通社債 

 ① 発行会社  藤和不動産株式会社 

 ② 発行総額  10,000百万円  

 ③ 発行価額  額面金額の100.0％ 

  ④ 利率    年2.77％  

  ⑤ 払込期日  平成19年６月26日  

 ⑥ 償還期限  平成24年６月26日  

 ⑦ 資金の使途 運転資金 
  

２．平成19年６月21日開催の取締役会において、藤和不動

産株式会社発行の優先株式の取得および消却を下記の

とおり実施することを決議いたしました。 

  

取得および消却の内容 
  

① 取得株式の種類   

藤和不動産株式会社 Ｅ種優先株式

② 取得する株式の総数 7,610,000株

（Ｅ種優先株式の発行済総数に対する割合 38.05％）

③ 株式の取得価額の総額 4,742百万円（上限）

④ 取得予定日 平成19年８月１日

⑤ 消却予定日 平成19年８月１日



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は期中加重平均で算出しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 藤和不動産㈱  第1回普通社債 平成18年2月27日 10,000 10,000 2.12 無担保 平成21年2月27日

合計 － － 10,000 10,000 － － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

― 10,000 ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 11,699 479 2.00 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 61,174 43,348 1.79 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 86,795 94,922 1.69 平成20年～平成25年

その他の有利子負債         

コマーシャルペーパー（１年以内返済） 16,500 － － － 

合計 176,168 138,750 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 50,611 24,934 9,209 9,275 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     92,562     53,844  

２．営業未収入金     1,739     596  

３．販売用土地建物 ※１   2,650     1,886  

４．仕掛土地建物 ※２   68,735     76,283  

５．材料土地 ※３   31,189     53,258  

６．前渡金     1,035     1,606  

７．前払費用     5,420     7,153  

８．関係会社短期貸付金     9,506     8,628  

９．未収消費税等     512     317  

10．繰延税金資産     9,102     7,605  

11．その他     144     2,277  

貸倒引当金     △664     △2,033  

流動資産合計     221,936 85.1   211,424 85.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※４ 4,781     5,115    

減価償却累計額   2,968 1,813   3,040 2,074  

(2）構築物   2,417     29    

減価償却累計額   1,307 1,109   26 3  

(3）機械装置 ※５ 208     32    

減価償却累計額   132 76   30 1  

(4）器具備品   577     626    

減価償却累計額   439 137   476 150  

(5）土地 ※６   22,277     22,004  

有形固定資産合計     25,414 9.7   24,233 9.8 

２．無形固定資産              

(1）借地権 ※７   16     16  

(2）ソフトウェア     38     31  

(3）その他     40     41  

無形固定資産合計     96 0.0   89 0.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※８   1,159     211  

(2）関係会社株式     3,628     8,308  

(3）長期貸付金     29     24  

(4）従業員長期貸付金     107     106  

(5）破産債権・更生債権 
その他これらに準ず
る債権 

    753     753  

(6）長期前払費用     0     0  

(7）差入保証金     8,518     3,185  

(8）その他     79     76  

貸倒引当金     △808     △1,233  

投資その他の資産合計     13,468 5.2   11,433 4.6 

固定資産合計     38,979 14.9   35,756 14.5 

資産合計     260,916 100.0   247,180 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※９   32,444     35,150  

２．営業未払金     2,997     1,930  

３．短期借入金 ※10   10,186     479  

４．一年以内返済長期借入
金 

※11   61,174     43,348  

５．コマーシャルペーパー     16,500     ―  

６．未払法人税等     129     54  

７．未払費用     3,244     2,742  

８．前受金     7,990     18,872  

９．預り金     1,972     3,019  

10．前受収益     0     0  

11．賞与引当金     367     448  

12．その他     6     137  

流動負債合計     137,014 52.5   106,184 43.0 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     10,000     10,000  

２．長期借入金 ※12   86,795     94,922  

３．預り保証金     1,641     1,400  

４．退職給付引当金     1,461     1,447  

５．繰延税金負債     74     37  

６．その他     1     1  

固定負債合計     99,974 38.3   107,809 43.6 

負債合計     236,989 90.8   213,993 86.6 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※13   12,641 4.9   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   50   ―  

２．その他資本剰余金              

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

  22,604     ―    

(2）自己株式処分差益   1 22,605   ― ―  

資本剰余金合計     22,655 8.7   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金              

利益準備金   0     ―    

当期未処理損失   11,456     ―    

利益剰余金合計     △11,456 △4.4   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    114 0.0   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※14   △29 △0.0   ― ― 

資本合計     23,926 9.2   ― ― 

負債及び資本合計     260,916 100.0   ― ― 

        
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   12,641 5.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     50     

(2）その他資本剰余金   －     9,451     

資本金及び資本準備金
減少差益 

  －     9,449     

自己株式処分差益   －     1     

資本剰余金合計     － －   9,501 3.8 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     154     

(2）その他利益剰余金   －     10,874     

繰越利益剰余金   －     10,874     

利益剰余金合計     － －   11,029 4.5 

４．自己株式     － －   △40 △0.0 

株主資本合計     － －   33,131 13.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   55 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   55 0.0 

純資産合計     － －   33,187 13.4 

負債純資産合計     － －   247,180 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収入              

１．不動産販売高   135,710     130,698    

２．賃貸収入   2,080     1,665    

３．仲介手数料収入   922     605    

４．その他   1,883 140,596 100.0 1,736 134,705 100.0 

Ⅱ 営業原価              

１．不動産販売原価              

(1）期首棚卸高   71,700     102,575    

(2）当期仕入高   136,924     132,398    

計   208,625     234,974    

(3）他勘定へ振替高 ※１ 138     3,217    

(4）期末棚卸高   102,575     131,428    

差引不動産販売原価   105,911     100,328    

２．賃貸費用   2,389     1,957    

３．支払手数料   141     96    

４．その他   686 109,128 77.6 264 102,647 76.2 

売上総利益     31,468 22.4   32,058 23.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売費 ※２ 14,114     12,305    

２．一般管理費 ※２ 2,382 16,497 11.7 2,563 14,868 11.0 

営業利益     14,970 10.6   17,190 12.8 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※３ 327     294    

２．受取配当金 ※３ 61     517    

３．為替差益  0     ―    

４．雑収入   96 484 0.3 79 891 0.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   2,399     2,818    

２．シンジケートローン関
連費用 

  1,442     294    

３．雑損失   172 4,013 2.8 147 3,259 2.4 

経常利益     11,442 8.1   14,822 11.0 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．前期損益修正益   0     46    

２．固定資産売却益 ※４ 12     12    

３．投資有価証券売却益   227     53    

４．貸倒引当金取崩益   21     ―    

５．その他の特別利益   20 282 0.2 11 124 0.1 

Ⅶ 特別損失              

１．前期損益修正損   0     0    

２．固定資産売却損 ※５ ―     0    

３．固定資産除却損 ※６ 163     9    

４．投資有価証券売却損   0     ―    

５．投資有価証券評価損   7     ―    

６．ゴルフ会員権評価損   97     ―    

７．貸倒引当金繰入額   ―     1,790    

８．販売用不動産評価損 ※７ 138     15    

９．サブリース解約等損失 ―     654    

10．その他の特別損失   296 702 0.5 86 2,558 1.9 

税引前当期純利益     11,021 7.8   12,389 9.2 

法人税、住民税及び事
業税 

  13     13    

法人税等調整額   △789 △775 △0.6 1,501 1,514 1.1 

当期純利益     11,797 8.4   10,874 8.1 

前期繰越損失     33,238     ―  

資本準備金取崩による
欠損填補額 

    9,745     ―  

合併による未処分利益
受入額 

    239     ―  

当期未処理損失     11,456     ―  

        



不動産販売原価明細書 

 （注） 原価計算の方法：個別原価計算 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

１．土地代              

(1）期首棚卸高   58,993     85,401    

(2）当期仕入高   62,497     58,789    

計   121,491     144,191    

(3）他勘定へ振替高   138     3,205    

(4）期末棚卸高   85,401     104,208    

当期土地代     35,951 33.9   36,776 36.6 

２．外注工事代              

(1）前期繰越高   8,006     11,787    

(2）当期発生高   68,074     68,265    

計   76,081     80,053    

(3）他勘定へ振替高   ―     11    

(4）次期繰越高   11,787     20,478    

当期外注工事代     64,293 60.7   59,562 59.4 

３．経費              

(1）前期繰越高   4,700     5,386    

(2）当期発生高   6,351     5,343    

計   11,052     10,729    

(3）他勘定へ振替高   ―     ―    

(4）次期繰越高   5,386     6,740    

当期経費     5,666 5.4   3,988 4.0 

当期不動産販売原価     105,911 100.0   100,328 100.0 



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

  
  

  

前事業年度 
平成18年６月29日 
株主総会決議 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

（その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金      22,605 

Ⅱ その他資本剰余金処分

額  
     

利益剰余金への振替額      11,456 

配当金       

Ａ種優先株式配当金    55  

Ｂ種優先株式配当金    55  

Ｃ種優先株式配当金    110  

Ｄ種優先株式配当金    110  

Ｅ種優先株式配当金    1,212 1,543 

利益準備金繰入額      154 

Ⅲ その他資本剰余金次期

繰越額  
    9,451 

        

（当期未処理損失の処理）       

Ⅰ 当期未処理損失      11,456 

Ⅱ 損失処理額       

その他資本剰余金取崩

額  
  11,456 11,456 

Ⅲ 次期繰越損失      ― 
       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会の決議に基づく項目であります。 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備
金 

その他資本剰余金 

資本剰
余金合
計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 

  

資本金
及び資
本準備
金減少
差益 

自己株
式処分
差益 

繰越利益
剰余金 

平成 18年 3月 31日 残高 

（百万円） 
12,641 50 22,604 1 22,655 0 △11,456 △11,456 △29 23,811 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当    （注）     △1,543   △1,543         △1,543 

その他資本剰余金取崩（注）     △11,456   △11,456   11,456 11,456   ─ 

利益準備金繰入   （注）     △154   △154 154   154   ─ 

当期純利益             10,874 10,874   10,874 

自己株式処分差益       0 0         0 

自己株式の取得                 △11 △11 

自己株式の処分                 0 0 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                  ─ 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
    △13,154 0 △13,154 154 22,331 22,485 △11 9,320 

平成 19年 3月 31日 残高 

（百万円） 
12,641 50 9,449 1 9,501 154 10,874 11,029 △40 33,131 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成 18年 3月 31日 残高 

（百万円） 
114 114 23,926 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当    （注）     △1,543 

その他資本剰余金取崩（注）     ─ 

利益準備金繰入   （注）     ─ 

当期純利益     10,874 

自己株式処分差益     0 

自己株式の取得     △11 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△59 △59 △59 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△59 △59 9,260 

平成 19年 3月 31日 残高 

（百万円） 
55 55 33,187 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

子会社株式および関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

子会社株式および関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用土地建物・仕掛土地建物およ

び材料土地ともに個別法による原価

法により評価しております。 

(1）      同左 

  (2）「仕掛土地建物勘定」および「材料

土地勘定」のうち一定基準をこえる

特定物件にかかわる借入金利息を当

該たな卸資産の取得価額に算入する

方法を採用しておりますが、当期の

算入額および当期末残高はありませ

ん。 

(2）      同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

賃貸用ビルは定額法、その他は定率

法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

（1）有形固定資産 

賃貸用ビルは定額法、その他は定率

法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物 ３年～50年

構築物 10年～50年

機械装置 10年～17年

建物 ３年～50年

構築物 10年～20年

機械装置 15年

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．引当金の計上基準    

(1）貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 

(2）投資損失引当金 関係会社等への投資に対する損失に備え

るため、関係会社等の資産内容等を検討

して損失見込額を計上しております。 

同左 

(3）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち当期負担分

を計上しております。 

同左 

(4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしておりま

す。 

同左 

７．収益及び費用の計上基準 不動産販売高の計上基準は、引渡基準を

採用しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引は特例処理の要

件を満しているため特例処理によっ

ております。 

────── 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利長期借入金取

引 

 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、長期的にみて金利の上昇

が予想されることから、金利変動リ

スクを相殺し固定化するヘッジを行

うこととしております。 

 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時およびその

後も継続して、金利上昇リスクを相

殺するものと想定することができる

ため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。また

控除対象外消費税等は販売費及び一

般管理費（租税公課、交際費）なら

びに投資その他の資産のその他（繰

延消費税等）に計上し、繰延消費税

等については法人税法に定める期間

により償却しております。 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。これまでの資本の部の合計に相当

する金額は33,187百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 （企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

 詳細は「第5 経理の状況 1.連結財務諸表等 連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載

のとおりであります。 

 （仲介・販売代理に関する収益計上基準） 

 仲介・販売代理に関する収益計上基準については、従

来、対象不動産の売買契約時に収益を計上しておりまし

たが、不動産の仲介・販売代理業務については、当事者

間の契約成立から取引完了までの責任を負うという観点

から、収益をより適正に計上し、財政状態をより適正に

表示するため、当事業年度において仲介・販売代理対象

不動産の引渡しが完了したときに収益を計上する方法に

変更いたしました。 

 この変更により営業収入は68百万円、営業利益・経常

利益・税引前当期純利益は61百万円減少しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 前期まで区分掲記しておりました「営業立替金」は当期

において資産の総額の100分の１以下となったため、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当期末の「営業立替金」の金額は、99百万円であ

ります。 

────── 

  



財務諸表の注記 

（貸借対照表関係） 

項目 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

１．短期借入金、長期借入金

に対する担保資産 

  百万円

※１．販売用土地建物 4

※２．仕掛土地建物 40,007

※３．材料土地 19,293

※４．建物 1,656

※５．機械装置 1

※６．土地 22,272

※７．借地権 4

※８．投資有価証券 201

計 83,441

  百万円

※１．販売用土地建物 23

※２．仕掛土地建物 42,318

※３．材料土地 38,352

※４．建物 1,924

※５．機械装置 1

※６．土地 21,999

※７．借地権 4

※８．投資有価証券 163

計 104,787

２．担保付借入金   百万円

※10．短期借入金 126

※11．一年以内返済長期

借入金 
61,174

※12．長期借入金 86,466

計 147,766

  百万円

※10．短期借入金 479

※11．一年以内返済長期

借入金 
41,170

※12．長期借入金 92,522

計 134,171

３．授権株式数及び発行済株

式総数 

授権株式数    

   普通株式 655,000,000株

優先株式 70,000,000株

※13．発行済株式総数    

普通株式 111,258,791株

優先株式 70,000,000株

────── 

４．自己株式の保有数 ※14．普通株式 158,407株 ────── 

５．保証債務 

(1）那須ハイランドゴルフ
クラブローンの連帯保
証債務 

(2）藤和那須カントリーク
ラブローンの連帯保証
債務 

(3）リージャスクレストゴ
ルフクラブローンの連
帯保証債務 

(4）提携つなぎローンの連
帯保証債務 

(5）提携ローンの登記完了
までの連帯保証債務 

(6）共同事業相手先の手付
金等の保全に関する連
帯保証債務 

(7）顧客住宅ローンの連帯
保証債務 

  百万円

 

11

 

6

 

427

 
864

 
36,290

 

70

 
139

保証債務合計 37,809

  百万円

 

0

 

1

 

326

 
5,720

 
10,978

 

―

 
114

保証債務合計 17,142

６．配当制限 商法施行規則第124条第３号の規定により

配当が制限される純資産額は114百万円で

あります。 

────── 

 



（損益計算書関係） 

項目 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

７．期末日満期手形 ────── 期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしており

ます。なお、当事業年度の末日は金融機

関の休日であったため、次の事業年度末

日満期手形が事業年度末残高に含まれて

おります。 

百万円 

※９． 支払手形 253

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．他勘定へ振替高 ※１   百万円

販売用不動産評価損計上 138

  百万円

販売用不動産評価損計上 15

会社分割に伴う振替 3,201

計 3,217

２．販売費及び一般管理費の

主要な費目 ※２ 

販売費及び一般管理費の主要な費目は次

のとおりであります。 

販売費及び一般管理費の主要な費目は次

のとおりであります。 

  (1）販売費 百万円

販売手数料 995

広告宣伝費 5,868

給与手当 2,531

賞与引当金繰入額 311

事務用消耗品費 989

租税公課 497

退職給付費用 480

減価償却費 24

(1）販売費 百万円

販売手数料 948

広告宣伝費 4,476

給与手当 2,884

賞与引当金繰入額 383

事務用消耗品費 911

租税公課 448

退職給付費用 461

減価償却費 32

  (2）一般管理費 百万円

広告宣伝費 30

給与手当 442

賞与引当金繰入額 56

事務用消耗品費 438

租税公課 549

退職給付費用 75

貸倒引当金繰入額 ―

減価償却費 148

(2）一般管理費 百万円

広告宣伝費 59

給与手当 524

賞与引当金繰入額 64

事務用消耗品費 459

租税公課 525

退職給付費用 80

貸倒引当金繰入額 0

減価償却費 125

３．関係会社との取引に係る

もの ※３ 

関係会社との取引にかかるものが次のと

おり含まれております。 

関係会社との取引にかかるものが次のと

おり含まれております。 

    百万円

受取利息 323

受取配当金 58

  百万円

受取利息 274

受取配当金 100

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は次の通りであります。 

単元未満株式の買取による増加 17,765株 

減少数の内訳は次の通りであります。 

単元未満株式の売渡による減少  1,172株 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．固定資産売却益の内訳 

※４ 

  百万円

土地売却益 12

建物売却益 0

計 12

  百万円

土地売却益 12

建物売却益 0

計 12

５．固定資産売却損の内訳 

※５ 

──────   百万円

土地売却損 0

６．固定資産除却損の内訳 

※６ 

  百万円

建物除却損 8

構築物除却損 154

器具備品除却損 0

計 163

  百万円

建物除却損 8

器具備品除却損 0

計 9

７．販売用不動産評価損の内

訳 ※７ 

  百万円

販売用不動産評価損 138

────── 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 158,407 17,765 1,172 175,000 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日）および当事業年度（平成19年３月31日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

       （百万円）

   車両運搬具  器具備品   計 

取得価額相

当額 
  35   180   215 

減価償却累

計額相当額 
  14   42   56 

期末残高相

当額 
  21   137   159 

       （百万円）

   車両運搬具  器具備品   計 

取得価額相

当額 
  39   190   229 

減価償却累

計額相当額
  15   80   96 

期末残高相

当額 
  23   109   133 

  (2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内   54百万円 

１年超   104百万円 

計   159百万円 

１年以内   59百万円 

１年超   74百万円 

計   133百万円 

  なお、取得価額相当額および未経過リ

ース料期末残高相当額は、重要性が乏

しいため利息相当額の合理的な見積額

を控除しない方法によっております。 

同左 

  (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

  支払リース料   34百万円 

減価償却費相当額   34百万円 

支払リース料   56百万円 

減価償却費相当額   56百万円 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

２．オペレーティング・

リース取引（借主

側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内   418百万円 

１年超   1,854百万円 

計   2,273百万円 

１年以内   70百万円 

１年超   301百万円 

計   372百万円 



（税効果会計関係） 

（企業結合等関係） 

当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 内容につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項の変更」に記載のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産    

販売用不動産評価損 9,641百万円

固定資産評価損 3,769百万円

減損損失 9,490百万円

株式評価損 2,502百万円

貸倒引当金 686百万円

賞与引当金 149百万円

退職給付引当金 594百万円

税務上の繰越欠損金 5,524百万円

その他 616百万円

繰延税金資産小計 32,976百万円

評価性引当額 △23,869百万円

繰延税金資産合計 9,107百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差
額金 

△78百万円

繰延税金負債合計 △78百万円

繰延税金資産の純額 9,028百万円

繰延税金資産    

販売用不動産評価損 4,886百万円

固定資産評価損 3,221百万円

減損損失 9,489百万円

株式評価損 2,494百万円

貸倒引当金 1,410百万円

賞与引当金 182百万円

退職給付引当金 589百万円

税務上の繰越欠損金 5,047百万円

その他 547百万円

繰延税金資産小計 27,868百万円

評価性引当額 △20,262百万円

繰延税金資産合計 7,606百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差
額金 

△37百万円

繰延税金負債合計 △37百万円

繰延税金資産の純額 7,568百万円

  （注）当事業年度における繰延税金資産

の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

（注）当事業年度における繰延税金資産

の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

 
流動資産－繰延税金資産 9,102百万円

固定負債－繰延税金負債 74百万円

流動資産－繰延税金資産 7,605百万円

固定負債－繰延税金負債 37百万円

(2）法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異

の原因となった主要な項

目の内訳 

国内の法定実効税率 40.69％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.30％

住民税均等割 0.12％

評価性引当額 △48.07％

その他 △0.08％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

△7.04％

国内の法定実効税率 40.69％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.41％

住民税均等割 0.11％

評価性引当額 △29.11％

その他 0.12％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

12.22％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎 

項目 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．１株当たり純資産額       △176円57銭       △94円13銭 

２．１株当たり当期純利益金額    92円28銭      83円09銭 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

   44円67銭      41円18銭 

項目 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額     

当期末純資産額（百万円） ― 33,187 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 43,643 

当期末発行済優先株式総発行価額（百万円） ― 42,000 

優先株式配当額（百万円） ― 1,643 

普通株式の当期末発行済株式数（千株） ― 111,083 

      

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（百万円） 11,797 10,874 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,543 1,643 

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 10,253 9,231 

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,112 111,091 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 153,007 153,007 

（うち優先株式）（千株） (153,007) (153,007) 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は平成18年3月30日開催の取締役会において、栃木県

那須地区における当社のリゾート事業を会社分割し、連

結子会社藤和那須リゾート株式会社に承継させることを

決議しておりましたが、平成18年5月23日に分割を実施し

ております。 

① 分割の方式 

当社を分割会社とし、藤和那須リゾート株式会社を承継

会社とする簡易吸収分割です。 

② 財産の承継 

承継会社に承継した資産、負債の項目及び金額は下記の

とおりです。 

 （単位：百万円）

 資産  負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

流動資産 3,477 流動負債 ─ 

固定資産 1,202 固定負債 ─ 

資産合計 4,680 負債合計 ─ 

１．平成19年５月17日開催の取締役会決議に基づき、下記

条件の無担保普通社債を発行いたしました。 

  

 第２回普通社債 

 ① 発行総額  10,000百万円 

 ② 発行価額  額面金額の100.0％  

 ③ 利率    年2.29％  

  ④ 払込期日  平成19年６月26日 

  ⑤ 償還期限  平成22年６月25日  

 ⑥ 資金の使途 運転資金 

  

 第３回普通社債 

 ① 発行総額  10,000百万円 

 ② 発行価額  額面金額の100.0％  

 ③ 利率    年2.77％  

  ④ 払込期日  平成19年６月26日 

  ⑤ 償還期限  平成24年６月26日  

 ⑥ 資金の使途 運転資金 

  

２．平成19年６月21日開催の取締役会において、当社発行

の優先株式の取得および消却を下記のとおり実施する

ことを決議いたしました。 

  

取得および消却の内容 
  

① 取得株式の種類   

藤和不動産株式会社 Ｅ種優先株式

② 取得する株式の総数 7,610,000株

（Ｅ種優先株式の発行済総数に対する割合 38.05％）

③ 株式の取得価額の総額 4,742百万円（上限）

④ 取得予定日 平成19年８月１日

⑤ 消却予定日 平成19年８月１日



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）※１．建物の主な増加は、藤和不動産本社ビルの耐震補強工事によるものであります。 

    ※２．建物、構築物および機械装置の主な減少は、リゾート事業の会社分割によるものであります。 

（建物57百万円、構築物2,388百万円、機械装置176百万円） 

    ※３．土地の主な減少は売却によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱住生活グループ 26,712 68 

㈱セントラルファイナンス 90,288 56 

東陶機器㈱ 34,000 40 

東京湾横断道路㈱ 480 23 

その他３銘柄 15,502 22 

小計 166,982 211 

計 166,982 211 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 4,781 ※1 416 ※2 82 5,115 3,040 119 2,074 

構築物 2,417 ─ ※2 2,388 29 26 6 3 

機械装置 208 ─ ※2 176 32 30 1 1 

器具備品 577 62 14 626 476 50 150 

土地 22,277 ─ ※3 273 22,004 ─ ─ 22,004 

建設仮勘定 ─ 326 326 ─ ─ ─ ─ 

有形固定資産計 30,263 805 3,261 27,807 3,574 177 24,233 

無形固定資産              

借地権 16 ─ ─ 16 ─ ─ 16 

ソフトウェア 73 7 ─ 81 49 14 31 

その他 55 2 0 57 16 1 41 

無形固定資産計 145 10 0 155 66 16 89 

長期前払費用 0 0 ─ 0 0 0 0 

繰延資産 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,472 1,802 ─ 7 3,267 

賞与引当金 367 448 367 ─ 448 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．営業未収入金 

営業未収入金の滞留状況は次のとおりであります。 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ハ．販売用土地建物 

区分 金額（百万円） 

現金   13 

預金    

当座預金 24,162   

通知預金 2   

普通預金 29,665   

別段預金 0 53,830 

計   53,844 

相手先 金額（百万円） 

伊藤忠都市開発㈱ 176 

㈱大京 93 

三菱地所藤和コミュニティ㈱ 70 

㈱マルオ 45 

総合地所㈱ 37 

その他 29件 174 

計 596 

前期繰越残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

A B C D 
C 

────
A ＋ B 

× 100 365 ÷
B 

────── 
(A＋D) ÷ ２ 

1,739 138,425 139,567 596 99.57 3 

区分 金額（百万円） 摘要 

土地 33 389 ㎡ 

土地・建物 1,853 中高層マンション・ビル等 

計 1,886   



ニ．仕掛土地建物 

ホ．材料土地 

土地、土地・建物地域別内訳 

ヘ．関係会社短期貸付金 

ト．関係会社株式 

区分 金額（百万円） 摘要 

土地 1,149 239,204 ㎡ 

土地・建物 75,133 267,594 ㎡ 

計 76,283 506,798 ㎡ 

区分 金額（百万円） 摘要 

土地 53,258 13,401,511 ㎡ 

区分 金額（百万円） 摘要 

北海道 379 19,272 ㎡ 

東北 102 12,836,103 ㎡ 

関東 51,184 483,576 ㎡ 

東京 33,447 75,573 ㎡ 

中部 4,632 72,022 ㎡ 

関西 39,271 349,972 ㎡ 

中国・四国 2,409 74,408 ㎡ 

計 131,428 13,910,930 ㎡ 

相手先 金額（百万円） 

藤和那須リゾート㈱ 6,312 

藤和不動産流通サービス㈱ 2,316 

計 8,628 

銘柄 株式数（株） 金額（百万円） 

藤和不動産流通サービス㈱ 30,000 1,500 

三菱地所藤和コミュニティ㈱ 992,250 1,470 

藤和那須リゾート㈱ 437,600 5,323 

その他２銘柄 210,000 15 

計 1,669,850 8,308 



② 負債の部 

イ．支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ロ．営業未払金 

相手先 金額（百万円） 摘要 

大末建設㈱ 10,708   

㈱長谷工コーポレーション 6,578   

東急建設㈱ 3,857   

日本国土開発㈱ 3,388   

㈱新井組 2,395   

その他21件 8,221 竹中工務店㈱他 

計 35,150   

決済期限 金額（百万円） 摘要 

平成19年３月 253   

平成19年４月 5,076   

平成19年５月 3,228   

平成19年６月 8,349   

平成19年７月 7,464   

平成19年８月 9,480   

平成19年９月 1,297   

計 35,150   

相手先 金額（百万円） 摘要 

㈱奥村組 598   

大末建設㈱ 165   

㈱鴻池組 160   

㈱長谷工コーポレーション 127   

セコムホームライフ㈱ 69   

その他151件 809 東急建設㈱他 

計 1,930   



ハ．短期借入金 

ニ．前受金 

ホ．長期借入金 

 （注） （ ）の数字は内書で、一年以内返済期限の到来するものであり、流動負債に掲記しております。 

(3）【その他】 

 記載すべき事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 

㈱関西アーバン銀行 353 

㈱大正銀行 126 

計 479 

区分 金額（百万円） 

 申込金 7 

 手付金 18,011 

 賃貸料 18 

 その他 834 

計 18,872 

借入先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
(5,530) 

16,239 

㈱あおぞら銀行 
(6,284) 

16,096 

㈱みずほコーポレート銀行 
(5,038) 

15,499 

住友信託銀行㈱ 
(905) 

11,510 

農林中央金庫 
(3,412) 

8,591 

その他39件 
(22,176) 

70,333 

計 
(43,348) 

138,271 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
500株券、10,000株券、100,000株券、4,167,000株券、5,243,000株券、

8,332,000株券、16,667,000株券、37,161,000株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店及び日本証券代行株式会社本店・ 

全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 200円 

単元未満株式の買取りおよび買

増し 
 

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店及び日本証券代行株式会社本店・ 

全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として当社が別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電

子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりであります。 

http://www.towa-fudosan.co.jp/IR/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第51期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）訂正発行登録書 

平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(3）半期報告書 

 （第52期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月14日関東財務局長に提出 

(4）訂正発行登録書 

平成18年12月14日関東財務局長に提出 

(5）発行登録追補書類 

平成19年６月19日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日  

藤和不動産株式会社      

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤井 則夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 正史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤和不

動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤和

不動産株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

藤和不動産株式会社      

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤井 則夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 正史  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅山 英夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤和不

動産株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤和

不動産株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、当連

結会計年度より、仲介・販売代理に関する収益計上基準を、対象不動産の売買契約時に計上する方法から、引渡しが完

了したときに収益を計上する方法に変更した。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、下記の後発事象が発生した。 

（１）会社は平成19年５月17日の取締役会決議に基づき、無担保普通社債を発行した。 

（２）会社は平成19年６月21日の取締役会において優先株式の取得及び消却の実施を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日  

藤和不動産株式会社      

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤井 則夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 正史  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤和不

動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤和不動

産株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

藤和不動産株式会社      

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤井 則夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 正史  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅山 英夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤和不

動産株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤和不動

産株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より、仲介・販売代理に関する収益計上基準

を、対象不動産の売買契約時に収益を計上する方法から、引渡しが完了したときに収益を計上する方法に変更した。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、下記の後発事象が発生した。 

（１）会社は平成19年５月17日の取締役会決議に基づき、無担保普通社債を発行した。 

（２）会社は平成19年６月21日の取締役会において優先株式の取得及び消却の実施を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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